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ごあいさつ 

  昨年４月施行の障害者自立支援法により、三障がい〈身体・知的・精神〉

に係る制度の一元化及び地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサー

ビス提供形態の整備等、障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むこと

が出来るよう、必要な障がい福祉サービスや相談支援等について、数値目標

を定め地域で計画的に提供するため、第１期三芳町障がい福祉計画を策定い

たしました。 

 近年、障がい者を取り巻く状況は大変厳しいものがあります。障がい者等

を抱える家族に経済的、精神的負担が掛かっているこの現状に対して本町と

いたしましても新しい発想・新しい感性のもとに、町民の方々の要望に的確

な対応を図りながら計画の推進に全力を傾注してまいります。 

 最後に、この計画の策定にあたりご尽力いただきました三芳町福祉計画策

定審議会委員の皆様をはじめアンケート調査や住民意見〈パブリック・コメ

ント〉にご協力いただきました多くの皆様に、心からお礼申し上げます。 
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第１章 計画の概要 
 



 

 

 



3 

１ 計画の基本的な考え方 
 

（１）計画策定の背景 

我が国では、障がいのある人の完全参加と平等を実現するために「障害者対

策に関する長期計画」が策定され、障がい者施策が総合的に展開されてきまし

た。 

中でも平成５（1993）年に制定された「障害者基本法」においては、障がい

者の自立と社会参加をさらに推進するため、国の施策に関する計画（「障害者基

本計画」）の策定が義務づけられ、これを受けて障害者対策に関する新長期計画

及びその重点施策実施計画が実施されてきました。 

また、平成15（2003）年４月に身体障がい者・知的障がい者及び障がい児に

対する支援費制度が導入されたことにより、障がい者の福祉サービスのあり方

は従来の行政が利用するサービスを決める措置制度から、利用者が自らサービ

スを選択し、契約により利用する制度へと大きな転換が行われました。 

  この結果、サービス利用者数が増加する一方で、サービス提供体制に大きな

地域格差が生じていること、精神障がい者に対するサービスが支援費制度の対

象となっていないこと、利用者の急増に伴い財政問題が深刻化していること、

地域生活移行や就労支援への対応が不十分なことなどの問題が表面化し、障が

いのある人が地域で普通に暮らせるための基盤の整備が大きな課題となってき

ました。 

こうした課題を解消すべく、平成17（2005）年10月、「障害者自立支援法」が

制定され、平成18（2006）年４月から施行されています。 

「障害者自立支援法」では、精神障がいを含め、障がいのあるすべての人に

共通の制度の下で一元的にサービスを提供できるよう、障がい者施策の一元化、

利用者本位のサービス体系への再編、就労支援の抜本的強化など、施設・事業

の再編が行われています。また、サービスを利用した人がその利用量に応じて

一定の負担を担うとともに、国と地方自治体が費用負担を行うことを明確にし、

利用者の増加に対応しうる持続可能な福祉サービスのシステムの構築を目指し

ています。 

さらに、障がいのあるすべての人の地域における自立した生活を支えるため、

必要な障がい福祉サービスや相談支援等が地域において計画的に提供されるよ

う、市町村が障がい福祉計画を作成するよう義務付けられています。 
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■ 「障害者自立支援法」 ■ 

 

支援費制度の理念である「自己選択と自己決定権」、「利用者本位」を継承し

つつ、障がい福祉サービスの一元化（施策・事業体系の再編）、利用者負担の見

直し、就労移行支援事業や地域生活支援事業の創設など、障がい福祉サービス

に係る新たな体系を構築することにより、障がい者の地域における自立した生

活を支援する体制をより強固なものにすることを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「障害者自立支援法」のポイント】 

 

１  障がい者施策を３障害一元化 

 

２ 利用者本位のサービス体系に再編 

 

３ 就労支援の抜本的強化（障がい者がもっと「働ける社会」に）

 

４ 地域の限られた社会資源を活用できるよう「規制緩和」 

 

５ 公平なサービス利用のための「手続きや基準の透明化、明確化」

 

６ 増大する福祉サービス等の費用を皆で負担し 

支えあう仕組みの強化

 （１）利用したサービスの量等に応じた公平な負担 

 （２）国の財政責任の明確化 

自立と共生の社会を実現 
障がい者が地域で暮らせる社会に 
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「障害者自立支援法」のポイント 

○３障がいの制度格差を解消し、精神障がい者を対象に 
○市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバックアップ

・３障がい（身体、知的、精神）ばらばらの制度体系 
（精神障がい者は支援費制度の対象外）

・実施主体は都道府県、市町村に二分化  

障がい者施策を３障がい一元化 

 現状 

○体系を再編。あわせて、「地域生活支援」「就労支援」のための
事業や重度の障がい者を対象としたサービスを創設 
○規制緩和を進め既存の社会資源を活用 

・利用種別ごとに複雑な施設・事業体系  
・入所期間の長期化などにより、本来の施設目的と 
利用者の実態とが乖離 

利用者本位のサービス体系に再編 

 現状 

○新たな就労支援事業を創設 
○雇用施策との連携を強化 

・養護学校卒業生の 55％は福祉施設に入所 
・就労を理由とする施設退所者はわずか１％ 

就労支援の抜本的強化 

 現状 

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）を導入 
○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化 

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定する
客観的基準）がない 
・支給決定のプロセスが不透明  

支給決定の透明化、明確化 

 現状 

○国の費用負担の責任を強化（費用の１ /２を負担） 
○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに 

・新規利用者は急増する見込み 
・不確実な国の費用負担の仕組み 

安定的な財源の確保 

 現状 
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（２）計画策定の趣旨 

町では平成12年に「三芳町福祉計画 ぬくもり・ささえあい・みどりのハート

フルプラン」を策定し、地域福祉の推進に努めてきました。また、平成17年３

月には、町の障がい者施策を障がいのある人とその家族の視点、地域福祉の推

進の視点から見直し、「三芳町障害者福祉計画」を策定し、計画的な施策の展開

に取り組んできました。 

「障害者自立支援法」の施行を受け、障がい福祉サービス・相談支援及び地

域生活支援事業の種類と量の確保に関する事項を定め、各種事業を円滑に提供

するため、「三芳町障がい福祉計画」を策定します。 

 

 

２ 計画の性格と期間 

 

（１）計画の性格 

  この計画は、「障害者自立支援法」第88条において策定を定められている「市

町村障害福祉計画」であり、国の基本方針に即し、障がい福祉サービス、相談

支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保が計画的に図られるようにするこ

とを目的としています。 

この計画は、町の障がい福祉サービスに係わる計画として、地域性を踏まえ

るとともに、「総合振興計画」、「三芳町障害者福祉計画」、「高齢者保健福祉計画」

などの、町の障がい者福祉に関わる他の計画との調和を保ちながら策定してい

ます。 

この計画は、公募町民、各種関係団体、サービス提供者などの代表で構成す

る「三芳町福祉計画策定審議会」による審議を経て策定されています。 

 

 

（２）計画の対象者の範囲 

  この計画における「障がい者」とは、「障害者自立支援法」における障がい福

祉サービスの対象となる「身体障害者福祉法」に規定する身体障がい者、「知的

障害者福祉法」にいう知的障がい者のうち18歳以上である者及び「精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律」に規定する精神障がい者（知的障がい者を除

く）のうち18歳以上である者をいいます。また、「障がい児」とは、「児童福祉

法」に規定する障がい児及び精神障がい者のうち18歳未満である者をいいます。 
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■「障がい福祉計画」の位置づけ ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
○「障害者基本法」（第９条の３）に基づく、障がい者のための施策に
関する基本的な事項を定める基本計画 

○計画期間：平成17年度から平成21年度（５年間） 
○基本的視点： 
  （１）障害者一人ひとりの尊重と自立支援のための計画 

  （２）在宅サービス中心の計画 
  （３）保健・福祉・医療・教育の連携を推進する計画 

  （４）計画の進行管理と評価を取り入れた計画 

  （５）向き合う相手を忘れない計画 
○基本目標：１ 利用者本位のサービスの実現 
            ２ 地域生活の基盤の充実 

            ３ 社会参加の支援体制の構築 
            ４ 福祉のまちづくりの推進 
            ５ 住民参加による障害者福祉の実現 

 

三芳町障害者福祉計画 

 

○ 「障害者自立支援法」（第88条）に基づく、 

        障がい福祉サービス等の確保に関する実施計画 
○ 計画期間：３年を１期とする 

三芳町障がい福祉計画 

 

三芳町総合振興計画 
 

各種部門別計画 
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（３）計画の期間 

この計画は、平成23年度までの期間を視野に入れつつ、平成18年度から20年

度までの３年間を１期とします。また、平成20年度にこの計画の見直しを行い

ます。 

 

■ 計画の期間 ■ 

 

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

見直し 

   

 

 

障がい福祉計画（１期）
障がい福祉計画（２期）
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３ 計画の基本理念と視点 
 

（１）基本理念 

「障害者自立支援法」の趣旨及び国の「基本指針」に示された基本理念、サ

ービス基盤整備に関わる基本的な考え方を踏まえつつ、「三芳町障害者福祉計

画」において掲げてきた『ノーマライゼーション』という大きな理念に基づき、

障がい福祉サービスを推進します。 

 

■ 【参考】国の基本指針における基本的理念 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本的な視点 

 

基本的視点１  訪問系サービスの充実 

 

障がいのある人に対して、共通の制度のもとで、一元的に訪問系サービスを

提供できる体制を構築することが求められています。障がいの状態やニーズに

応じて、一人ひとりが、自己決定と自己選択の尊重のもと、適切な居宅支援が

受けられるよう、訪問系サービスの充実に努めます。 

 

基本的視点２  日中系サービスの充実 

 

地域で自立や就労のための訓練を受けたり、職場において定着への支援を受

けたり、あるいは必要な介助を受けながら社会とのつながりを持ち、様々な活

動のできる場を拡充することが求められています。障がいの状態やニーズに応

じて、一人ひとりが、自己決定と自己選択の尊重のもと、適切な支援が受けら

れるよう、日中系サービスの充実に努めます。 

基本的理念 

 

 

○ 障がい者の自己決定と自己選択の尊重 

○ 市町村を基本とする仕組みへの統一と３障がいの制度の一元化 

○ 「地域生活移行」や「就労支援」等の課題に対応した 

サービス基盤の整備
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基本的視点３  地域生活移行の促進 

 

障がいのある人本人やその家族が高齢期になっても、住みなれた地域でいつ

までも暮らしていけるという安心感が求められています。いわゆる社会的入院

などを解消し、地域で安心して暮らせるよう、暮らしの場の確保に向けた居住

支援や保健・医療とも連携した自立訓練事業等を進め、地域生活移行の促進に

努めます。 

 

基本的視点４  地域生活支援事業の充実 

 

障がいのある人が、地域の中で、様々な情報の提供や相談・支援を受けなが

ら、積極的に外出し、地域の人々と交流し、生きいきと生活できる社会が求め

られています。「障害者自立支援法」における地域生活支援事業を実施し、地域

における相談支援や移動・コミュニケーション支援等の充実を図るとともに、

各種の障がい福祉サービスを適切かつ効果的に提供できるよう、地域の連携体

制の充実を図ります。 

 

■ 【参考】国の基本指針における基本的な考え方  ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい福祉サービス提供体制の確保に関する基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

■障がい福祉サービス■ 

１ 全国どこでも必要な訪問系サービスを保障 

２ 希望する障がい者等に日中活動系サービスを保障 

３ グループホーム等の充実を図り、施設入所・入院から地域生活への移行 

    を推進 

■相談支援■ 

１ 中立・公平な立場で適切な相談支援ができる体制の整備 

２ 相談支援事業を効果的に実施するためのネットワークの構築 

（障害福祉サービス事業者、雇用、教育、医療等関連分野の関係者からなる「地

域自立支援協議会」の設置など） 
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第２章  障がい者（児）の現状 
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１ 障がい者数の推移 
 

（１）全国・県の状況 

平成18年版「障害者白書」によると、全国の障がいのある人の数は約656万人、

総人口の5.2％となっており、その内訳は、身体障がい者が351.6万人、知的障

がい者が45.9万人、精神障がい者が258.4万人となっています。 

埼玉県では、平成18年３月31日現在、身体障がい者が181,877人、知的障がい

者が30,272人、精神障がい者が17,086人となっています。 

 
全国の障がい者数 

                                           （単位：万人）  

区 分 総数 18歳未満 18歳以上 年齢不詳 総人口比 

身体障がい者 351.6  9.0 342.6 － 2.8％ 

知的障がい者 45.9 10.3 34.2 1.4 0.4％ 

精神障がい者 258.4 － － － 2.0％ 

※人口：平成13年10月１日現在  12729.1万人 

※各障がい者数の数値は、身体障がい者は平成12年・13年、知的障がい者は平成12年、精

神障がい者は平成14年の調査による数値。 

（資料：平成18年版「障害者白書」） 

 
 

埼玉県の障がい者数（手帳所持者） 
                                               （単位：人）  

区 分 総数 総人口比 

身体障がい者 181,877 2.6％ 

知的障がい者 30,272 0.4％ 

精神障がい者 17,086 0.2％ 

障がい児数 11,610 0.2％ 

※人口：平成18年３月31日現在  （7,059,069）人 

※身体、知的、精神障がい者数：平成18年３月31日現在 

※障がい児数：平成17年３月31日現在 
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2.20
2.30 2.28

0.32 0.33 0.35 0.36 0.37

0.55

2.06 2.04

0.60 0.66 0.71
0.80

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成17年 平成18年

（%）

身体障がい

知的障がい

精神障がい

（２）町の状況 

町の障がい者数（平成18年３月末日現在）は全体で1,255人、その内訳は身体

障がい者が830人、知的障がい者が134人、精神障がい者が291人となっています。 

総人口（平成18年３月末現在36,380人 住民基本台帳）に占める割合をみると、

身体障がい者は2.3％と全国平均（2.8％）よりは低く、知的障がい者の割合は

約0.4％と全国（0.4％）と同等になっています。 

各障がいとも年々増加傾向にあり、平成14年と比較すると身体障がい者は

15％増、知的障がい者は21％増、精神障がい者は52％増となっています。 

 

総人口に占める障がい者の推移 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町の障がい者数 
                                               （単位：人） 

区 分 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

身体障がい者 721 725 790 831 830 

 内18歳未満 19 18 18 22 22 

総人口比（％） 2.06 2.04 2.20 2.30 2.28 

知的障がい者 111 117 125 133 134 

 内18歳未満 38 39 39 42 39 

総人口比（％） 0.32 0.33 0.35 0.36 0.37 

精神障がい者 191 212 236 258 291 

総人口比（％） 0.55 0.60 0.66 0.71 0.80 

※各年３月末日現在 

※身体障がい者、知的障がい者は各手帳所持者 

※精神障がい者数は、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」第３２条（通院医療

費公費負担制度）の利用者数。 
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２ 身体障がい者 
 

平成18年３月末日現在における身体障がいの種類別の状況は、肢体不自由が

479人（全体の57.7％）と最も多く、次いで内部障がい203人（同24.5％）、視覚

障がい75人（同9.0％）、聴覚障がい61人（同7.3％）の順となっています。 

平成14年と比較すると、肢体不自由は17.4％増、内部障がいは12.8％増と大

きく増加し、人数は少ないものの音声・言語障がいは２倍となっています。 

障がいの程度別の推移をみると、２級の増加とともに、中度である３、４級

が増加しています。 

 

身体障害者手帳所持者数（障がい種類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                               （単位：人／％） 

区 分 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

視覚障がい 66( 9.2%) 63( 8.7%) 68(8.6%) 73( 8.8%) 75( 9.0%) 

聴覚障がい 61( 8.5%) 57( 7.9%) 62(7.8%) 66( 7.9%) 61( 7.3%) 

音声・言語障がい 6( 0.8%) 6( 0.8%) 8(1%) 10( 1.2%) 12( 1.4%) 

肢体不自由 408(56.6%) 415(57.2%) 450(57%) 476(57.3%) 479(57.7%) 

内部障がい 180(25.0%) 184(25.4%) 202(25.6%) 206(24.8%) 203(24.5%) 

※各年３月末日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

61 57 62 66 61

408 415 450 476 479

180 184
202

206 203

7573686366

1210866

721 725
790

831 830

0

200

400

600

800

1000

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

（人）

内部障がい

肢体不自由

音声・言語障がい

聴覚障がい

視覚障がい
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身体障害者手帳所持者数（障がい程度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                               （単位：人／％） 

区 分 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

１ 級 249(34.5%) 250(34.5%) 273(34.6%) 272(32.7%) 277(33.4%) 

２ 級 99(13.7%) 104(14.3%) 112(14.2%) 134(16.1%) 135(16.3%) 

３ 級 107(14.8%) 110(15.2%) 121(15.3%) 132(15.9%) 134(16.1%) 

４ 級 141(19.6%) 142(19.6%) 157(19.9%) 171(20.6%) 170(20.5%) 

５ 級 76(10.5%) 72( 9.9%) 74( 9.4%) 69( 8.3%) 64( 7.7%) 

６ 級 49( 6.8%) 47( 6.5%) 53( 6.7%) 53( 6.4%) 50( 6.0%) 

※各年３月末日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

 

249 250 273 272 277

99 104 112 134 135
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141 142
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３ 知的障がい者 
 

平成18年３月末日現在、町の知的障がいの程度別の状況は、? 34人（全体の

25.4％）、Ａ35人（同26.1％）、Ｂ40人（同29.9％）、Ｃ25人（同18.7％）となっ

ています。 

平成14年と比較すると、? が36％増加、Ｃが47％増加しており、両極の増加

傾向が著しくなっています。 

 

療育手帳（みどりの手帳）所持者数（障がい程度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                               （単位：人／％） 

区 分 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

?  25(22.5%) 31(26.5%) 34(27.2%) 35(26.3%) 34(25.4%) 

Ａ 32(28.8%) 34(29.1%) 34(27.2%) 34(25.6%) 35(26.1%) 

Ｂ 37(33.3%) 33(28.2%) 35(28.0%) 39(29.3%) 40(29.9%) 

Ｃ 17(15.3%) 19(16.2%) 22(17.6%) 25(18.8%) 25(18.7%) 

※各年３月末日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 
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４ 精神障がい者 
 

平成18年３月末日現在、町の精神障害者保健福祉手帳所持者の程度別の状況

は、１級が11人（手帳所持者数合計の12.5％）、２級が48人（同54.5％）、３級

が29人（同33.0％）となっています。平成14年の状況と比較すると、各等級と

も大きく増加し、合計数では2.4倍となっています。 

また精神障がいに関する通院医療費公費負担制度の利用者数でみると、平成

14年の191人から平成18年の291人へと52.4％増加しています。 

 

  

精神障害者保健福祉手帳所持者数（障がい程度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                 （単位：人／％） 

区 分 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

１級 6(16.7%) 7(16.3%) 8(14.8%) 9(12.3%) 11(12.5%) 

２級 20(55.6%) 24(55.8%) 31(57.4%) 42(57.5%) 48(54.5%) 

３級 10(27.8%) 12(27.9%) 15(27.8%) 22(30.1%) 29(33.0%) 

合  計  36  43  54  73  88 

把握者数 191 212 236 258 291 

※各年３月末日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

※把握者数は「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」第３２条（通院医療費公費

負担制度）の利用者数 

 

 



19 

５ 就学などの状況 
 

（１）盲・ろう・養護学校 

平成18年度現在、近隣の盲・ろう・養護学校に、小学部４人、中学部２人、

高等部７人、合計で13人の児童・生徒が在学しています。 

 

盲・ろう・養護学校在学者数（町内在住者のみ） 
         （単位：人） 

 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

小学部 2 3 4 4 

中学部 5 6 5 2 

高等部 13 10 9 7 

合  計 20 19 18 13 

※各年４月２日現在 

 
 

（２）盲・ろう・養護学校卒業者の進路 

本町に在住する障がいのある人で盲・ろう・養護学校を平成18年３月に卒業

した人の進路は次のとおりです。 

 

盲・ろう・養護学校卒業者の進路 

進 路 先  人 数  

進 学  ４（高等部へ） 

就 職  １ 

職 業 訓 練 施 設  ― 

更生施設（入 所）  ― 

授産施設（入 所）  ― 

授産施設（通 所）  ― 

地 域 作 業 所  ― 

在 宅  ― 

その他（デイケア） ３ 

不 明  １ 

合 計  ９ 
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６ 就労の状況（Ｈ16アンケート結果） 
   

  ここでは平成16年に実施したアンケート結果を紹介します。 

 

【調査設計】 

 ◇調査地域・・・三芳町全域 

 ◇調査対象・・・ 

   ①身体障がい者調査：町内在住の身体障害者手帳所持者（686人） 

   ②知的障がい者調査：町内在住の療育手帳（みどりの手帳）所持者（84人） 

   ③精神障がい者調査：調査期間中の役場窓口利用者（14人） 

 ◇調査方法・・・①、②：郵送配布－郵送回収、③：役場窓口にて配布－回収 

 ◇調査期間・・・平成16年1月13日～1月28日 

 ◇回収結果 

 対象者数 有効回収数 有効回収率 

①身体障がい者調査 686 566 82.5％ 

②知的障がい者調査 84 67 79.8％ 

③精神障がい者調査 14 14 100.0％ 

 

  現在就労している人（身体障がい者103人18.2％、知的障がい者22人32.8％）

の就労状況をみると、身体障がい者では「会社で働いている」が75.7％を占め

ています。一方、知的障がい者では「授産施設や作業所などで仕事をしている」

が63.6％と多くなっています。 

■就労状況（身体・知的障がい者調査）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H16「三芳町障害者福祉に関するアンケート調査」 

 

(%)

13.6 63.6 22.7

75.7 1.9 16.5 5.8身体障がい者(n=103)

知的障がい者(n= 22)

会社で 
働いている 無回答 

授産施設や作 
業所などで仕 
事をしている 自宅で仕事 

をしている 
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35.9

21.4

16.5

7.8

6.8

5.8

4.9

2.9

2.9

37.9

8.7

9.1

13.6

9.1

9.1

4.5

36.4

31.8

0 10 20 30 40

身体障がい者(n=103)

知的障がい者(n= 22)

(%)

現在の仕事の悩みや不満を聞いたところ、身体障がい者では「仕事を続けて

いけるか不安である」が35.9％と特に多く、これに「通勤が大変である」（21.4％）

や「賃金や待遇面で不満がある」（16.5％）が続いています。 

なお、身体障がい者・知的障がい者ともに「特に悩みや不満はない」が多く

を占めています。 

 

■現在の仕事の悩みや不満（身体・知的障がい者調査）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H16「三芳町障害者福祉に関するアンケート調査」 

 

仕事を続けていけるか不安である

通勤が大変である

賃金や待遇面で不満がある

相談できる人がいない

職場の設備が不十分

仕事内容等が障がいの程度にあっていない

周囲の人の手助けが得られない

職場の人間関係がうまくいかない

その他

特に悩みや不満はない

無回答
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(%)

62.9

35.6

26.3

21.1

20.1

4.1

1.5

1.0

64.4

55.6

26.7

28.9

11.1

4.4

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70

趣味や文化活動・スポーツ活動に参加し
たい

同じ障害のある人同士の活動に参加した
い

地域での様々な行事に参加したい

仕事をしたい

ボランティア活動をしたい

その他

わからない

無回答

身体障がい者(n=194)

知的障がい者(n= 45)

  趣味やスポーツ、社会活動への参加意向のある人（身体障がい者194人34.3％、

知的障がい者45人67.2％）に参加したい活動内容をたずねたところ、身体障が

い者・知的障がい者ともに「趣味や文化活動・スポーツ活動に参加したい」が

６割台と最も多くなっています。 

また、「仕事をしたい」は身体障がい者では21.1％、知的障がい者では28.9％

となっています。 

 

■活動したい内容（身体・知的障がい者調査）■ 

 

趣味や文化活動・スポーツ活動に参加したい 

同じ障がいのある人同士の活動に参加したい 

地域での様々な行事に参加したい 

仕事をしたい 

ボランティア活動をしたい 

その他 

わからない 

無回答 

H16「三芳町障害者福祉に関するアンケート調査」 

 

７ 施設の設置状況 

 
平成18年４月１日現在本町には、以下の施設が設置されています。 

 

町内の施設設置状況 

施 設 名 称 施設数 利用者数 

知的障害者入所更生施設 みよしの里 1 11 

身 体 障 害 者 療 護 施 設 かしの木ケアセンター 1 3 

心身障害者地域授産施設 三芳太陽の家 1 18 

児 童 デ イ サ ー ビ ス みどり学園 1 11 

身体障害者デイサービス かしの木ケアセンター 1 15 

精神障害者小規模作業所 みよし工房 1 15 
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８ 福祉サービスの利用状況 
 

（１）居宅サービス 

支援費制度に関する各種居宅サービスの利用者実績は以下のようになってい

ます。利用者数が少なく変動の大きいものもありますが、概ね利用実績は16年

度から横這いで推移しています。 

 

●身体障がい者 

平成16年  平成17年   利用実績
サービス種別 利用者数 利用量 利用者数 利用量 単位 

居宅介護等事業（ホームヘルプ） 7 243 10 179 時間／月 

 内  身体介護 2 75 2 37 時間／月 

 内  家事援助 2 74 3 63 時間／月 

 内  移動介護 3 74 3 79 時間／月 

 内  日常生活支援 1 20 0 0 時間／月 

短期入所事業（ショートステイ） 2 20 1 21 日数／月 

●知的障がい者 

平成16年  平成17年   利用実績
サービス種別 利用者数 利用量 利用者数 利用量 単位 

居宅介護等事業（ホームヘルプ） 3 55 1 22 時間／月 

 内  身体介護 0 0 0 0 時間／月 

 内  家事援助 2 43 1 22 時間／月 

 内  移動介護 1 12 0 0 時間／月 

短期入所事業（ショートステイ） 7 41 1 2 日数／月 

●障がい児 

平成16年  平成17年   利用実績
サービス種別 利用者数 利用量 利用者数 利用量 単位 

居宅介護等事業（ホームヘルプ） 14 202 5 15 時間／月 

 内  身体介護 13 174 1 7 時間／月 

 内  家事援助 0 0 0 0 時間／月 

 内  移動介護 5 28 4 8 時間／月 

デイサービス事業 11 253 13 171 日数／月 

短期入所事業（ショートステイ） 9 38 1 1 日数／月 

※各年度平均値 
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（２）日中系サービス 

平成17年度の実績では、身体障がい者７人、知的障がい者31人の合計38人が

法定施設を利用しています。 

町内設置施設としては、「みよしの里」（知的障害者入所更生施設）11人、「か

しの木ケアセンター」（身体障害者療護施設）３人の利用があり、残り24名は町

外施設を利用しています。 

また、地域の通所施設として、「三芳太陽の家」（心身授産）18人、「みどり学

園」（児童デイ）11人、「かしの木ケアセンター」（身体デイ）15人、「みよし工

房」（精神作業所）15人が利用しています。 

 

 三芳町 

 
施設種別         利用者実数 

平成16年実績 平成17年実績 

身体障がい者 身体障害者更生施設 4 1 

  身体障害者療護施設 3 4 

  身体障害者授産施設 2 2 

  身体障害者通所授産施設 0 0 

  身体障害者福祉工場  0 0 

  身体障害者小規模通所授産施設  0 0 

  身体障害者小計 9 7 

知的障がい者 知的障害者更生施設（入所） 22 23

  知的障害者更生施設（通所） 0 0 

  知的障害者授産施設（入所） 3 3

  知的障害者授産施設（通所） 6 5 

  知的障害者福祉工場  0  0

  知的障害者小規模通所授産施設  0  0

  知的障害者小計 31 31

  法定サービス合計 40 38

デイサービス 身体障害者デイサービス 21 22 

  知的障害者デイサービス 0 0 

  精神障害者地域生活支援センター  0  0

  デイサービス等合計 21 22 

作業所 小規模作業所（３障害） 28 28 

 総    計 56 56 

※各年度平均値 
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（３）居住系サービス 

平成17年度の実績では、身体障がい者７人、知的障がい者25人、合計32人が

各種施設を利用しています。この内、町内設置施設としては「みよしの里」11

人となっており、残りの21人は町外施設を利用しています。 

また、グループホームの利用は２名となっています。 

 

 三芳町 

 

利用者実数
施設種別 平成16年実績 平成17年実績 

身体障がい者 身体障害者更生施設 4 1 

  身体障害者療護施設 3 4 

  身体障害者授産施設 2 2 

  身体障害者小計 9 7 

知的障がい者 知的障害者更生施設（入所） 22 23 

  知的障害者授産施設（入所） 2 2 

  知的障害者小計 24 25 

  施設系サービス合計 33 32 

グループホーム等 知的障害者通勤寮 0 0 

  知的障害者グループホーム 2 2 

  精神障害者グループホーム 0 0 

  グループホーム等居住系サービス合計   2 

 総    計 33 34 
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第３章 事業計画 
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１ 障がい福祉サービスの全体像 
 

「障害者自立支援法」では、基本的なサービスの種類が規定されており、全

国一律で共通に提供される「自立支援給付」と、地域の状況に応じて市町村が

独自に設定できる「地域生活支援事業」に大別されます。 

「自立支援給付」には、介護の支援を受ける場合の「介護給付」、訓練等の支

援を受ける場合の「訓練等給付」、従来の精神通院医療、更生医療、育成医療を

統合した「自立支援医療」、身体機能を補完、代替する補装具を購入する費用を

支給する「補装具」があります。 

「地域生活支援事業」には、相談支援事業、移動支援事業、コミュニケーシ

ョン支援事業、日常生活用具給付等事業、地域活動支援センター事業の必須５

事業と、地域の利用者の状況に応じて各市町村が実施するその他の任意事業が

あります。 

 

■ 障がい福祉サービスの全体像 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者・児 

自立支援給付 

介護給付 

・居宅介護 
・重度訪問介護 
・行動援護 
・療養介護 
・生活介護 
・児童デイサービス 
・短期入所 
・重度障害者等包括支援 
・共同生活介護 
・施設入所支援 

・自立訓練 
・就労移行支援 
・就労継続支援 
・共同生活援助 

自立支援医療 

・（旧）更生医療 
・（旧）育成医療 
・（旧）精神通院医療 

補装具 

訓練等給付 ・相談支援 
・コミュニケーション支援 
・日常生活用具 
・移動支援 
・地域活動支援センター 
・その他（任意事業） 

市町村 

都道府県 

地域生活支援事業 

支援 

・専門性の高い相談支援 
・広域的な対応が必要な事業
・人材育成 など 
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また、「障害者自立支援法」に規定される障がいのある人へのサービスは、障

がいの種類（身体障がい、知的障がい、精神障がい）にかかわらず、サービス

を利用する当事者の能力や状況に応じた個別の支援が行われます。 

特に入所施設のサービスにおいては、昼間のサービスである「日中活動の場」

と夜間のサービスである「住まいの場」を分けることにより、複数のサービス

を、利用者がそれぞれの状況に応じて組み合わせて利用することが可能となり

ます。 

 

 

■ 施設におけるサービス提供 ■ 

 

従来の施設サービスにおいては、昼間は「介護給付」又は「訓練等給

付」のうちから、また夜間は入所者の身辺介護や生活支援のための「施

設入所支援」を行う「住まいの場」としての役割を果たすことになりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護給付】  

療養介護  

生活介護  

【訓練等給付】  

自立訓練  

就労移行支援  

就労継続支援  

【地域生活支援事業】  

地域活動支援センター  

施設入所 

または 

居宅支援サービス 

 

日中活動 居住支援 
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■ 新サービスとその内容 ■ 

新 体 系 内    容 

居宅介護 
（ホームヘルプ） 

自宅で、入浴・排せつ・食事の介護等を行う 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由で常時介護を必要とする方に、居宅介護
や外出時の移動支援を総合的に行う 

行動援護 
知的障がいや精神障がいにより行動上著しい困難を有す
る方などが行動する時に、危険回避や外出支援を行う 

重度障害者等包括支援 
常時介護を必要とする方に居宅介護等複数のサービスを
包括的に提供 

児童デイサービス 障がい児への、日常生活動作、集団生活への適応訓練等 

短期入所 
（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間（夜間を含
む）施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行う 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、
療養管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う 

生活介護 
常時介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の
介護等を行うとともに、創作的活動または生産活動の機会
を提供する 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の
介護等を行う（平日の日中は日中活動の事業を利用） 

共同生活介護 
（ケアホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事
の介護等を行う（平日の日中は日中活動の事業を利用） 

自立訓練 
（機能訓練・生活訓練） 

一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓
練を行う 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必
要な知識及び能力向上のために必要な訓練を行う 

就労継続支援 
（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等への就労が困難な人に、働く場を提供するとと
もに、知識及び能力向上のために必要な訓練を行う 

共同生活援助 
（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の
援助を行う 

相談支援 相談・情報提供及びサービス利用計画の作成・調整 

コミュニケーション支援 手話通訳等の派遣を行う 

日常生活用具の給付・貸与 日常生活用具の給付・貸与 

移動支援 ガイドヘルパーなどによる移動支援 

地域活動支援センター 創作的活動や生産活動、社会参加・交流事業 
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２ 見込量の設定について 
 

この計画では、「指定障害福祉サービス」（「介護給付」と「訓練等給付」を合

わせたもの）及び「地域生活支援事業」の各事業について見込量を定めます。 

なお、施設によって提供されるサービスに関しては、新たなサービス体系へ

の移行期間が概ね５年程度設定されています。このため、計画期間中は従来の

サービス体系で利用する人と新たなサービス体系で利用する人との両方が存在

することになりますが、自立支援法に基づく本計画においては、新たなサービ

ス体系で利用する人に関してそのサービス量を見込量として設定します。 

 

■ 事業者の新サービス体系への移行 ■ 

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 

 

                          

                               

                          

 

      従来のサービス体系での利用 

 

 

 

 

 

（１）障がい者数の見込 

町の障がい者数（手帳所持者数）は緩やかに増加してきました。計画期間中

もこの傾向は続くものと考えられ、平成20年度には合計1,145人、平成23年度に

は合計1,254人程度となるものと見込まれます。 

 

■ 障がい者数推計値 ■ 

 H18年度 H19年度 H20年度 H23年度 

身体障がい者 852 874 896 962 

知的障がい者 137 141 146 159 

精神障がい者 83 93 103 133 

合      計 1,072 1,108 1,145 1,254 

※数値は各手帳所持者数 

新たなサービス体系での利用 

（本計画で示す量の見込み） 
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（２）指定障害福祉サービス 

指定障害福祉サービスは、全国どこでも必要なサービスが受けられるよう設

けられたサービスであり、提供されるサービスについて見込量を定めます。 

指定障害福祉サービスにおいては、支援費制度等における利用実績を基に、

国や県の新体系サービスへの移行に関する考え方との整合を図りつつ、手帳所

持者の増加傾向や利用率の伸びなど町の状況を考慮して見込量を算出します。 

また、これらの指定障害福祉サービスを複数利用し、かつ施設や自立訓練、

グループホーム等の利用調整機能を有するサービスを利用しない人に対して提

供される、指定相談支援（サービス利用計画作成支援）についても見込量を定

めます。 

 

■ 指定障害福祉サービス ■ 

 訪問系サービス 
 
日中系サービス 

 居住系 
サービス 

        

介護給付 居宅介護 行動援護 
 
生活介護 

児童デイ 
サービス 

 共同生活介護 
（ケアホーム） 

 重度訪問介護 
重度障害者等 
包括支援 

 
療養介護 

短期入所 
（ショート 
ステイ） 

 
施設入所支援 

   
 

  
 

 

   
 自立訓練 
（機能訓練・生活訓練） 

 共同生活援助 
（グループ 
ホーム） 

訓練等給付   
 

就労移行支援 
 

 

   
 就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 
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（３）地域生活支援事業 

「障害者自立支援法」では、障がいのある人の地域での生活をより効果的に

支援するために、市町村が実施主体となり地域の実情に応じて実施する地域生

活支援事業が位置づけられています。町では、コミュニケーション支援や日常

生活用具の給付、移動支援といった必要不可欠な支援を中心に地域生活支援事

業として以下の事業を実施します。 

地域生活支援事業においては、従来提供されてきたサービスにおける利用実

績を基に、手帳所持者の増加傾向や利用率の伸びなど町の状況を考慮して見込

量を算出します。 

また、「障害者自立支援法」では、相談支援事業を始めとする地域の障がい福

祉に関するシステムづくりに関し中核的な役割を果たす協議の場として「地域

自立支援協議会」が位置づけられています。 

町においても、「地域自立支援協議会」を設置し、相談支援事業の実施体制や

既存資源の活用方法をはじめ、地域における障がいのある人を支えるネットワ

ークの構築や関係機関の連携など、地域における様々な支援策等について検討

します。 

 

■ 地域生活支援事業メニュー ■ 

事業メニュー 

①相談支援事業 障害者相談支援事業 

②市町村相談支援機能強化事業 

③住宅入居等支援事業 

④成年後見制度利用支援事業 

（１）相談支援事業 

⑤地域自立支援協議会 

①手話通訳者派遣事業 
（２）コミュニケーション支援事業 

②要約筆記者派遣事業  

（３）日常生活用具給付等事業 

（４）移動支援事業 

①基礎的事業 
（５）地域活動支援センター事業 

②機能強化事業 

（６）その他の事業（任意事業） ①日中一時支援事業 
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■ 地域自立支援協議会の役割 ■ 

 

地域自立支援協議会は、相談支援事業をはじめとする地域の障がい

福祉に関するシステムづくりに関し中核的な役割を果たす場として、

町が設置し、定期的に協議を行います。 

 

【構成メンバー（想定例）】 

相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、保健・医療関係者、

教育・雇用関係者、企業、農業関係者、障がい者団体、学識経験者

など、町の実情を話し合えるよう幅広いメンバーで構成します。 

 

【主な機能】 

・中立・公正を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価

等を実施 

・困難事例への対応のあり方に関する協議と調整（当該事例の支援

関係者等による個別ケア会議を必要に応じて随時開催します） 

・地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議 

・地域の社会資源の開発と改善に向けた協議（特に「太陽の家」「み

よし工房」「ハーモニー」の運営と協働のあり方など） 

・市町村相談支援機能強化事業及び県の相談支援体制整備事業の活

用に関する協議 

・権利擁護や就労支援など、分野別のサブ協議会等の設置、運営 等 
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３ 23年度における目標値 
  

地域生活移行や就労支援という重点課題に関し、現行の福祉施設が新しいサ

ービス体系への移行を完了する平成23年度を目標年度として、次のような数値

目標を設定します。 

 

（１）入所施設の入所者の地域生活への移行 

 地域生活への移行を進める観点から、現行体系で福祉施設に入所している人

のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、ケアホーム、一般

住宅等に移行する人の数を見込み、平成23年度末までに地域生活に移行する人

数の目標を設定します。 

 

【目標値】 

項目 人数 備考 

施設入所者数（実績） （Ａ） 31人 平成17年10月実績 

【目標値】地域生活移行数 （Ｂ） 
3人 

（9.7％） 
（Ａ）のうち、平成23年度末までに
地域生活へ移行する者の目標数 

新たな施設入所支援利用者 （Ｃ） 2人 
平成23年度末までに新たに施設入所
支援が必要な利用人員見込 

平成23年度末の入所者数 （Ｄ） 30人 
平成23年度末の利用人員見込 
（Ａ－Ｂ＋Ｃ） 

【目標値】入所者削減見込 （Ｅ） 
1人 

（3.2％） 
差し引き減少見込数 
（Ａ－Ｄ） 

※「平成17年10月の入所者数（Ａ）」は、身体障害者療護施設、身体障害者授産施設、知的障
害者更生施設（入所）及び知的障害者授産施設（入所）に入所している者の合計数 

 

 

■ 【参考】国の基本指針 ■ 

 

・現時点の入所施設の入所者数の１割以上が地域生活へ移行する。 

・平成23年度末時点の施設入所者数を現時点の施設入所者数から7％以上

削減する。 
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【目標の達成に向けて】 

 

○グループホーム、ケアホームなどの生活基盤整備については、周辺２市と

連携し、必要な量の確保に努めます。 

○地域生活への移行に際しては、居住の場だけでなく、ホームヘルプサービ

スやショートステイ、日中活動の場、身近な相談先などが先ず必要となりま

す。このため、地域での生活を支える各種サービスをあわせて充実していき

ます。 

○また、地域でのグループホーム等の設置・運営をはじめ、地域移行におい

ては近隣住民の理解が重要となるため、様々な機会を捉えてノーマライゼー

ションの理念の啓発に取り組みます。 

 

 

（２）入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

 平成23年度末までに、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障がい者（「退院

可能精神障がい者」）が退院することを目指します。そのために必要な自立訓練

事業等の必要量を見込みつつ、平成23年度末までの退院可能精神障がい者数の

減少目標を設定します。 

 

【目標値】 

項目 人数 備考 

退院可能な精神障がい者数 4人 
平成 18年県調査における退院可能精
神障がい者数に基づき、三芳町の数値
として算出した値 

【目標値】減少数 4人 
上記のうち、平成23年度末までに減少
を目指す数 

 

 

■ 【参考】国の基本指針 ■ 

 

・平成14年度における退院可能精神障がい者数に基づき、市町村及び都道

府県が定める数を設定する。 
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【目標の達成に向けて】 

 

○町ではこれまでも精神福祉の分野に積極的に取り組み、現在では地域活動

支援センターも設置されています。しかしながら、精神福祉の分野では地域

の受け皿はまだまだ不十分であり、「地域自立支援協議会」における町内の

既存の事業や施設の活用方法の検討結果に基づき、各種関係機関とともに受

け皿づくりに取り組みます。 

○日中活動の場以外にも、身近な相談先や専門的な相談支援、地域活動のメ

ニューなどについてもさらに充実する必要があります。「地域自立支援協議

会」での検討を中心に、各種関連機関や団体、ボランティアと連携し、地域

における様々なサポート体制を強化していきます。 

○また、地域における精神保健福祉の推進には、住民一人ひとりの正しい理

解が不可欠です。精神障がいに対する住民の理解を深めるため、今後も「こ

ころのセミナー」などを実施し啓発活動に取り組みます。 

 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成23年度中に一

般就労に移行する人数の目標を設定します。 

 

【目標値】 

項目 人数 備考 

現在の年間一般就労者数
（実績） 

― 
平成 17年度において福祉施設を退所
し、一般就労した人の数 

【目標値】年間一般就労者
数 

3人 
平成23年度において施設を退所し、一
般就労する人の数 

 

 

■ 【参考】国の基本指針 ■ 

 

・現時点の一般就労への移行実績の４倍以上とすることが望ましい。 

・平成23年度までに平成17年度の福祉施設の利用者のうち、２割以上の者

が就労移行支援事業を利用するとともに、平成23年度末において、就労

継続支援事業の利用者のうち、３割は就労継続支援（Ａ型）事業を利用

することを目指す。 
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【目標の達成に向けて】 

 

○十分な数の就労支援事業者が確保できるよう、ハローワーク、障害者職業

センター、埼玉県西部地域障害者雇用支援センター等の専門機関や周辺市町

と連携を取りながら広く情報収集・提供を行い、多様な事業者の参入を促し

ていきます。 

○公的分野に関しては、短時間雇用や臨時職員としての採用など、就労意向

を持つ人の意向と適性に応じた多様な就労形態を検討するとともに、新規の

仕事内容の開拓を行い、就労先の拡大に率先して取り組みます。 

○各種事業所にとどまらず、町内には畑も多く農作業に関する仕事も障がい

のある人の就労先として可能性を秘めており、「地域自立支援協議会」での

検討を中心に、様々な就労先の開拓に取り組みます。 

○また、雇う側と雇われる側の意向調整、事業所での実習訓練、就労後の定

着支援、さらには再チャレンジ支援など、一般就労に関わる支援を様々な観

点から見直し、町内の就労支援体制を強化していきます。 

○一般就労への移行を進めるためには、本人や受け入れ側の努力だけでなく、

それに関わる全ての人の見守りや支えが大切であり、地域住民全員の協力体

制を構築していきます。 
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４ 指定障害福祉サービスの見込 
 

（１）訪問による介護サービスの確保（訪問系サービス） 

①居宅介護【介護給付】 

 在宅で介護サービスを受けながら生活を継続していけるように、訪問系サー

ビスの整備を進めます。 

 

【サービスの概要】 
サービス名 内容 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で
入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援など
を総合的に行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険
を回避するために必要な支援、外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービ
スを包括的に行います。 

 

【サービス見込量】 

○利用者実績は平成16年度から横這いで推移しています。 

○見込量は、平成20年度に161時間、23年度には189時間と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

居宅介護 
  重度訪問介護 
  行動援護 
重度障害者等 
包括支援 

153時間 
10人 

161時間 
11人 

161時間 
11人 

189時間 
13人 

※数値は居宅介護全体。一月あたり利用時間及び利用人数 

 

【見込量確保に向けて】 

・新しい制度の定着や地域移行の促進に伴い、サービス利用が増加した場合に

も十分に対応できるよう、事業者に対し情報提供を行い、多様な事業者の参

入を促進していきます。 

・サービスの質の向上を図るため、サービスの担い手となる事業者に対し、技

術・知識の向上を目的とした情報提供や支援を行っていきます。 
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（２）日中の活動の場とサービスの確保（日中系サービス） 

①日中介護サービス【介護給付】 

  常時介護を必要とする人に対する施設での専門的な介護サービス、障がいの

ある子どもが通える施設、介助者が病気の場合などの場合の短期入所の場など、

日中安心して利用できる介護サービスの充実を目指します。 

 

【サービスの概要】 
サービス名 内容 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介
護等を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療
養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

児童デイサービス 
障がい児に、日常生活における基本的な動作の指導、集団生
活への適応訓練等を行います。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め
施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

 

【サービス見込量】 

○ショートステイやデイサービスの利用者数は横這いで推移しています。 

○各サービスの見込量は、以下の通りです。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

生活介護 408人日分 591人日分 682人日分 772人日分 

療養介護 2人分○ 2人分○ 2人分○ 2人分○ 

児童デイサービス 171人日分 171人日分 171人日分 184人日分 

短期入所 24人日分 24人日分 24人日分 24人日分 

※数値は一月あたり 

※人日分は利用者延べ人数、人分は利用者実人数に相当 

 

【見込量確保に向けての方策】 

・サービスの提供に向けて、事業者の実施意向や移行時期等の情報収集に努め

ます。 

・事業者に対して広く情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進していきま

す。 
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②自立訓練（機能訓練・生活訓練）【訓練等給付】 

 障がいのある人が、生活の質を向上させ、豊かな地域生活を営むことができ

るよう、機能訓練や生活訓練の提供の場の確保に努めます。 

 

【サービスの概要】 
サービス名 内容 

自立訓練 
（機能訓練） 

対象：身体障がい者 
身体的リハビリや歩行訓練、コミュニケーション、家事等の訓
練、日常生活上の相談支援や就労移行支援事業所等の関係機関
との連携調整等の支援を行います。 

自立訓練 
（生活訓練） 

対象：知的障がい者・精神障がい者 
食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援、日常生活
上の相談支援や就労移行支援事業所等の関係機関との連携調整
等の支援を行います。 

 

【サービス見込量】 

○従来、リハビリ教室や通所施設などで提供されてきたサービスです。利用者

数は横這いで推移しています。 

○見込量は、法定施設の新体系への移行分として以下のように見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

自立訓練 
（機能訓練） 

6人日分 15人日分 19人日分 24人日分 

自立訓練 
（生活訓練） 

12人日分 53人日分 66人日分 68人日分 

※数値は一月あたり 

※人日分は利用者延べ人数に相当 

 

【見込量確保に向けての方策】 

・町内の施設は限られており、定員の拡大や周辺市町との連携による新たなサ

ービス提供の確保に努めます。 

・サービスの提供に向けて、事業者の意向や移行時期等の情報収集に努めると

ともに、広く情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進していきます。 
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③就労支援（就労移行支援・就労継続支援）【訓練等給付】 

 町内・外にかかわらず、働く意欲のある人が、一人でも多く就労できるよう、

一人ひとりの特性にあった働く場の確保と就労支援を推進します。 

 

【サービスの概要】 
サービス名 内容 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な
知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 
（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、
知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。雇用契約
に基づいて労働の機会を提供するＡ型と、雇用契約を結ばない
Ｂ型があります。 

 

【サービス見込量】 

○就労支援強化のための新しいサービスです。従来は、法定施設や地域の通所

施設によるサービスの中でその機能が提供されてきました。 

○見込量は、法定施設の新体系への移行分として以下のように見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

就労移行支援 31人日分 83人日分 92人日分 92人日分 

就労継続支援 
（Ａ型） 

0人日分 7人日分 17人日分 63人日分 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

23人日分 69人日分 110人日分 249人日分 

※数値は一月あたり 

※人日分は利用者延べ人数に相当 

 

【見込量確保に向けての方策】 

・障がいのある人の就労先を確保するために、公的機関・民間企業・福祉施設

が持つそれぞれの役割を見直し、就労に関する支援を総合的な観点から整備

する必要があります。 

・町内の施設も近年では定員枠に空きがなくなりつつあり、新規の受け入れが

困難な状況も生じています。このため、関連機関や団体、周辺市町と連携を

取りながら、既存の事業や施設の活用も視野に入れた解決策を検討していき

ます。 

・サービスの提供に向けて、事業者の意向や移行時期等の情報収集に努めると

ともに、広く情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進していきます。 
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（３）住まいの確保（居住系サービス） 

①居住支援（ケアホーム【介護給付】・グループホーム【訓練等給付】） 

 住まいの場を確保していくことに加えて、日常生活上の支援を含めた居住支

援が提供されるよう、居住支援サービスの充実に努めます。 

 

【サービスの概要】 

サービス名 内容 

共同生活介護 
（ケアホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介
護等を行います。 

共同生活援助 
（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助
を行います。 

 

【サービス見込量（年間）】 

○現在の利用はグループホームの２名のみとなっています。 

○見込量は、平成20年度に３人、23年度には５人と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

共同生活介護 
（ケアホーム） 

共同生活援助 
（グループホーム） 

2人分 2人分 3人分 5人分 

※数値は一月あたり 

※人分は利用者実人数に相当 

 

【見込量確保に向けての方策】 

・ここ数年では大きな変化は生じないと考えられますが、介助者の高齢化等に

ともない、将来的には利用意向が上昇する可能性もあります。 

・必要となった時に十分な量が確保できるよう、利用意向に注意しつつ、近隣

市町と連携し情報提供や相談など、事業者へ必要な支援を行います。 
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②施設入所支援【介護給付】 

 夜間において安心して施設で専門的な介護等が受けられるよう、施設入所支

援の充実を目指します。 

 

【サービスの概要】 
サービス名 内容 

施設入所支援 
生活介護または自立訓練、就労移行支援の対象者に対し、日中
活動と合わせて、夜間等における入浴、排せつ、食事の介護等
を提供します。 

 

【サービス見込量】 

○施設入所利用者は、ここ数年では横這いに推移しています。 

○見込量は、平成20年度に28人、23年度には33人と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

施設入所支援 8人分 21人分 28人分 33人分 

※数値は一月あたり 

※人分は利用者実人数に相当 

 

【見込量確保に向けての方策】 

・町内設置は「みよしの里」であり、町外の施設を利用している人の方が多く

なっています。 

・施設整備に関しては、今後も広域対応により確保していきます。 

・施設を必要とする人に、十分な量が確保できるよう、近隣市町と連携し、情

報提供や相談など、提供事業者の確保に取り組みます。 
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（４）指定相談支援（サービス利用計画作成支援） 

複数サービスを利用する方で、自ら利用に関する調整が困難な人に、サービ

ス利用計画を作成します。 

 

【サービスの概要】 
サービス名 内容 

指定相談支援 
障がい福祉サービスを利用し、自らサービス利用に関する調整
が困難な人で、計画的なプログラムに基づく支援が必要とされ
る人に対し、サービス利用計画を作成します。 

 

【サービス見込量】 

○施設入所や自立訓練、重度障害者等包括支援等を利用しない比較的重度の人

で複数の在宅サービスを利用する人が対象になります。 

○見込量は、平成20年度に５人、23年度には６人と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

指定相談支援 4人分 5人分 5人分 6人分 

※数値は一月あたり 
※人分は利用者実人数に相当 
※施設入所支援やグループホーム等の利用者は、サービス利用調整を利用施設等が調整を行う
ので対象とはなりません。 

 

【見込量確保に向けての方策】 

・障害者相談支援事業で対応します。支援を必要とする人に、十分な量が確保

できるよう、相談体制の強化に取り組みます。 
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５ 地域生活支援事業 
 

（１）相談支援 

 障がいのある人の持つ様々な相談ニーズに的確に対応できるよう、相談体制

を充実させるとともに、一人ひとりが自分に最もふさわしいサービスを受けら

れるよう、相談・支援体制の確立を図ります。 

 

【事業の概要】 

事業名 内容 

障害者相談支援 
事業 

障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障がい福祉
サービスの利用支援、障がい者等の権利擁護のために必要な援
助を行い、障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営む
ことができるように支援します。 

 

【事業の量の見込み（年間）】 

○障害者相談支援事業は平成18年度から、地域自立支援協議会は平成19年度か

ら実施します。 

○平成20年度より成年後見制度利用支援事業を実施します。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

障害者相談支援事業 1か所 1か所 1か所 1か所 

地域自立支援協議会 ― 1か所 1か所 1か所 

相談支援機能強化事業 ― ― ― 1か所 

住宅入居等支援事業 ― ― ― ― 

成年後見制度利用支援事業 ― ― 実施 実施 

 

【実施に向けた考え方】 

・相談支援事業には、健康福祉課のケースワーカーと保健師により対応します。 

・地域自立支援協議会での協議を基に、社会福祉士、保健師、精神保健福祉士

等の専門職員の配置や障害者相談員等の活用により、身近な地域での相談実

施など、相談支援体制を強化していきます。 

・平成20年度の成年後見制度利用支援事業の実施に向けて、計画的に整備を進

めます。 
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（２）日常的な活動への支援 

 障がいのある人の自立生活や社会参加を保障するためにも、コミュニケーシ

ョン支援や日常生活用具の給付、移動支援といった必要不可欠な支援を確実に

進めていきます。 

 

①コミュニケーション支援 

【事業の概要】 

事業名 内容 

コミュニケーショ
ン支援事業 

意思疎通を図ることに支障のある障がい者等に、手話通訳等の
方法により、障がい者等との意思疎通を仲介し、意思疎通の円
滑化を図ります。 

 

【事業の量の見込み】 

○現在の利用者は月平均３名となっています。 

○見込量は、平成20年度に７人、23年度には８人と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

コミュニケーション支援事業 
5人 
7件 

6人 
8件 

7人 
9件 

8人 
10件 

※数値は一月あたり、上段は利用見込者数、下段は述べ利用見込件数 

 

【実施に向けた考え方】 

・手話通訳者派遣及び要約筆記者派遣を、埼玉聴覚障害者情報センターに委託

し実施します。 

・町内においては、10年以上にわたり手話通訳の講習会を開催してきました。

今後は、町からも県の手話通訳者への登録を目指した養成講座にステップア

ップするなど、より積極的に手話通訳者等の育成を行います。 
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②日常生活用具の給付等 

【事業の概要】 

事業名 内容 

日常生活用具給付
等事業 

重度障がい者等に対し、日常生活用具を給付又は貸与すること
で、日常生活の便宜を図ります。 

 

【事業の量の見込み】 

○見込量は、平成20年度に31件、23年度に34件と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

日常生活用具給付等事業 25件 28件 31件 34件 

※数値は月平均値 

 

【実施に向けた考え方】 

・従来から行ってきた事業であり、引き続き必要な日常生活用具の給付等を行

います。 

 

③移動支援事業 

【事業の概要】 

事業名 内容 

移動支援事業 円滑に外出できるよう、移動を支援します。 

 

【事業の量の見込み】 

○実施箇所数は、平成20年度に８か所、23年度には９か所と見込みます。 

○見込量は、平成20年度に７人、23年度には８人と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

移動支援事業 
6か所 
5人分 
100時間 

7か所 
6人分 
120時間 

8か所 
7人分 
140時間 

9か所 
8人分 
160時間 

 

【実施に向けた考え方】 

・従来は外出介護として提供していたサービスであり、２市１町で６事業所が

対応しています。 

・引き続き提供事業者が増えるよう、近隣市町と連携し、事業者の確保に努め

ます。 
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（３）活動と交流の機会への支援（地域活動支援センター） 

 生活の質の向上や自立生活の支援という観点からは、社会との接点をもつこ

とがとても重要になります。雇用・就労の困難な人でも様々な活動する機会が

得られるよう、地域の社会資源の有効活用を考えていきます。 

 

【事業の概要】 
事業名 内容 

地域活動支援センター 

事業 

＜基礎的事業＞ 
創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流

等を行うものです。 

＜機能強化事業＞ 
センターの機能強化を図るために、専門職員の配置や、

医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調

整、地域住民ボランティア育成、障がいに対する理解促
進を図るための普及啓発等の実施、雇用・就労が困難な

在宅障がい者に対する機能訓練、社会適応訓練、入浴等

のサービスを実施します。 

 

【事業の量の見込み】 

○機能強化事業の実施箇所数は、平成20年度までに３か所と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

地域活動支援センター
基礎的事業 

1か所 1か所 3か所 3か所 

地域活動支援センター 
機能強化事業 

1か所 1か所 3か所 3か所 

 

【実施に向けた考え方】 

・基礎的事業及び機能強化事業については、18年度から２市１町の広域で「か

しの木ケアセンター」に委託し実施します。 

・20年度には「みよし工房」及び「太陽の家」においても基礎的事業及び機能

強化事業が行えるよう、計画的に整備していきます。 

・新サービスの提供に向け、事業者の新体系への移行状況を把握しつつ、どの

ような支援が可能かを検討していきます。 
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（４）その他の事業（任意事業） 

町ではその他の任意事業として「日中一時支援事業」を実施します。 

 

【事業の概要】 

事業名 内容 

日中一時支援事業 

介護者が、緊急その他やむを得ない理由により介護することが

できないとき、障がい者等の日中における活動の場の確保及び

一時的な見守りを行います。 

 

【事業の量の見込み】 

○実施箇所数は、平成20年度に８か所、23年度には９か所と見込みます。 

○見込量は、平成20年度に７人、23年度には８人と見込みます。 

サービス名 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成23年度 

日中一時支援事業 
6か所 
5人分 
70時間 

7か所 
6人分 
84時間 

8か所 
7人分 
98時間 

9か所 
8人分 
112時間 

※利用者数及び時間は一月あたり平均値 

※人分は利用者実人数に相当 

 

【実施に向けた考え方】 

・２市１町で６事業所に委託して実施します。 
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６ サービスの確保策（円滑な運営に向けて） 

 

（１）専門的な人材の育成と確保 

多様化・高度化する利用者のニーズに迅速に対応できるよう、社会福祉士や

保健師、精神保健福祉士、手話通訳者など、障がい福祉に関する専門職員の育

成や確保を図るとともに、資質の向上に努めます。 

 

（２）確実な情報提供 

  「障害者自立支援法」の施行による支給決定やサービス利用の方法、サービ

ス体系の変化などについて、利用者や住民、事業者に対し、ホームページや声

の広報なども活用し、様々な機会を捉えて確実に情報提供を行います。 

 

（３）施設整備の方針 

  グループホームを含め、各種の施設等の整備においては、周辺市町や関係団

体と連携した対応が不可欠です。広域的な対応が必要な施設等の整備に関して

は、近隣市町や社会福祉協議会、サービス事業者などとの連携を強化し、既存

の事業や施設の活用も視野に入れた解決策の検討や共同事業により、必要な量

の確保に努めます。 

 

（４）サービスが利用しやすい環境づくり 

  誰もが使いやすく、満足のいくサービスとしていくために、サービス内容や

提供方法などについて、利用者やその家族、事業者の意見やニーズを把握し、

充実に努めます。 
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第４章 計画の推進 
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１ 計画の推進のために 
 

（１）障がい者のニーズ把握・反映 

各種の施策やサービスを効果的に実行するため、施策の内容や提供方法など

について、障がいのある人との意見交換の場を設け、当事者やその家族、関係

団体の意見やニーズの把握に努めます。 

 

（２）地域社会の理解促進 

障がいのある人もない人もともに暮らす地域の実現に向けて、住民すべてが

障がいについての正しい理解をさらに深めていく必要があります。 

社会福祉協議会とも連携し、住民に対する広報・啓発を積極的かつ継続的に

行うとともに、各種の交流事業の充実や地域住民の参加を得た福祉活動を促進

していきます。 

 

 

２ 推進体制の整備 

 

（１）庁内の推進体制の整備 

この計画を確実に実施していくために、関連各課や関係機関との連携をさら

に強化し、庁内の推進体制の充実に努めます。また、すべての職員が、障がい

のある人に配慮しつつ各自の職務を遂行することができるよう、職員の障がい

福祉に関する知識と意識を高めていきます。 

さらに、町の障がい福祉に関するシステムの確立や、町内の資源の開発・改

善に向け、「地域自立支援協議会」と協働で取り組んでいきます。 

   

（２）地域ネットワークの強化 

地域における福祉の推進は、行政だけでなく広く住民に期待される役割であ

り、様々な団体や組織、そして一人ひとりの住民の参加が不可欠です。 

「地域自立支援協議会」を中心に、住民と行政の連携をより一層強め、それ

ぞれの役割を検討しつつ、計画の実現に向けて取り組んでいきます。 
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（３）計画の点検・管理体制 

障がいのある人やその家族、関係団体との意見交換とともに、庁内の組織を

活用して計画の進捗状況について調査・把握し、計画の着実な推進に努めます。 
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１ 三芳町福祉計画策定審議会設置条例 
 

平 成 3年 6月 20日  

条 例 第 13号  

(趣 旨 ) 

第 1条  こ の 条 例は 、三 芳 町 福 祉 計 画 策 定 審 議 会 の 設置 、組 織 及

び 運 営 に 関 す る事 項 を 定 め る も の と す る。  

(設 置 ) 

第 2条  町 長 の 諮問 に 応 じ 、町の 福 祉 計 画の 策 定 に 関し 必 要 な 調

査 及 び 審 議 を 行う た め 、 三 芳 町 福 祉 計 画 策 定 審 議 会 (以 下 「 審

議 会 」 と い う 。 )を 置 く 。  

(組 織 ) 

第 3条  審 議 会 は、 15名 以 内で 組 織 す る。  

2 委 員 は 、 次 の各 号 に 掲 げる 者 の う ち か ら 、 町 長が 委 嘱 す る 。 

(1 )  町 議 会 議 員  

(2 )  識 見 を 有 する 者  

(3 )  住 民 代 表  

(4 )  医 師  

( 5 )  社 会 福 祉 施 設 長  

(6 )  社 会 福 祉 協 議 会 事 務 局 長  

3 委 員 は 、当 該 諮 問 に係 る 審 議 が終 了 し た と き は 、解 任 さ れ る

も の と す る 。  

(会 長 及 び 副 会 長 ) 

第 4条  審 議 会 に会 長 及 び 副 会 長 各 1名 を置 き 、 委 員の 互 選 に よ

っ て こ れ を 定 める 。  

2 会 長 は 、 会 務を 総 理 す る。  

3 副 会 長 は 、会長 を 補 佐 し、会 長 に 事 故が あ る と き は 、そ の 職

務 を 代 理 す る 。  

(会 議 ) 

第 5条  審 議 会 は、 会 長 が 招集 し 、 そ の議 長 と な る。  

2 審 議 会 は、委 員 の 過 半 数 が 出 席し な け れ ば、会 議を 開 く こ と

が で き な い 。  

3 審 議 会 の 議 事は 、出 席 委 員 の 過 半 数 でこれを 決 し、可 否 同 数

の と き は 、 議 長の 決 す る と こ ろ に よ る 。  

(庶 務 ) 

第 6条  審 議 会 の庶 務 は 、 健 康 福 祉 課 に お い て 処 理す る 。  
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(委 任 ) 

第 7条  こ の 条 例に 定 め る も の の ほ か 、審 議 会 の 運 営に 関 し 必 要

な 事 項 は 、 審議会 が 定 め る。  

附  則  

  こ の 条 例 は、 公 布 の 日か ら 施 行 する 。  

附  則 (平 成 4年 条 例 第 10号 )抄  

(施 行 期 日 ) 

1  こ の 条 例 は 、平 成 4年 4月 1日 か ら 施 行す る 。  

附  則 (平 成 5年 条 例 第 11号 ) 

  こ の 条 例 は、 平 成 5年 4月 1日 か ら 施行 す る 。  

附  則 (平 成 12年 条 例 第 14号 )抄  

(施 行 期 日 ) 

1  こ の 条 例 は 、平 成 12年 4月 1日 か ら 施行 す る 。  

附  則 (平 成 16年 条 例 第 6号 ) 

  こ の 条 例 は、 公 布 の 日か ら 施 行 する 。  

附  則 (平 成 17年 条 例 第 23号 )抄  

(施 行 期 日 ) 

1  こ の 条 例 は 、平 成 18年 4月 1日 か ら 施行 す る 。  
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２ 三芳町福祉計画策定審議会委員名簿 
 

 

役  職 氏      名 選  出  区  分 備            考 

  加茂 淳子 １号委員 三芳町議会議員   

副会長 髙橋 忠一   〃   

  深澤 勝子   〃   

  伊藤 正美 ２号委員 識見を有する者 三芳町民生・児童委員会長 

  細沼 英一   〃 三芳町商工会議所会長 

  澤田 秀雄   〃 三芳町校長会会長 

  向吉 孝子 ３号委員 住 民 代 表 公募による委員 

  小林  博   〃 三芳町手をつなぐ親の会会長 

  木野 津南夫   〃 三芳町身体障害者福祉会副会長 

  太田 廣忠   〃 こころの健康づくりをすすめる会会長 

会  長 安田 福輝 ４号委員 医      師 三芳医会代表 

  林  親志    医      師 内科医 

  関  光弘 ５号委員 社会福祉施設長 かしの木ケアセンター所長 

  広瀬 幸樹   社会福祉施設長 みよしの里所長 

  千代田 隆雄 ６号委員 社会福祉協議会 三芳町社会福祉協議会事務局長 

敬称略 
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３ 策定経過 
 

（１）協議内容 

開催日 議 題 協議内容等 

平成18年 

９月20日（水） 

三芳町福祉計画策定審議会 

委員委嘱状交付式及び 

第１回 三芳町福祉計画策定 

審議会 

・障害者福祉計画について 

平成18年 

11月６日（月） 

第２回 三芳町福祉計画策定 

審議会 

・三芳町障害福祉サービス
の現状と課題（今後の方
向）について 

平成18年 

11月28日（月） 

第３回 三芳町福祉計画策定 

審議会 

・三芳町地域生活支援事業
について 

平成19年 

２月７日（水） 

第４回 三芳町福祉計画策定 

審議会 

・三芳町第１期障害福祉 
計画<素案>について 

平成19年 

３月７日（水） 

第５回 三芳町福祉計画策定 

審議会 

・パブリックコメントに 
ついて 

・三芳町障がい福祉計画 

（素案）の検討について 

・答申（案）の検討 

・町長へ答申 
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４ 団体アンケート意見一覧 
 

 団体名 区 分 
①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

1幸の会 身体 送迎サービス：タ
クシーが頼みづ
らい（自宅までの
送迎、時間通りに
使えない） 
移動（歩行）介
助：介護保険を使
っている時以外、
自由に移動でき
ない 
書 類 の 読 み 書
き：家族が手伝っ
てくれる時はい
いが、老夫婦だけ
になった時 

就労や通所はし
ていないが、盲の
ため移動が一人
ではできないの
で、急な要望でも
付き添ってくれ
るサービスがほ
しい。 
タクシー券の利
用については一
回一区間のみ使
用ではなく、最高
額と決めながら
も一回一回の乗
車区間を自由に
設定できるよう
にしてほしい。 

情報入手：広報、
議会便りのテー
プ、新聞は読めな
いので、ラジオを
使う 
災害時の情報提
供：障害者向けに
特定の情報提供
サービスがある
と助かります 

一人暮らしにな
ったときの訪問
サービス、食事サ
ービス（有料で
可） 

①ボランティア
に支援を依頼す
る場合に共通し
たルールづくり
とその共有、及び
教育。 
ボランティアを
する側の教育と
ルールの説明。 
ボランティアを
される側のモラ
ル及び注意点の
教育 
②介護保険認定
時に個人毎にバ
ラツキがないよ
うに徹底した調
査をお願いした
い。 
③公共施設の入
り口に音の出る
何かをつけてほ
しい。 

2幸の会 身体   視覚障害者が安
心して参加でき
るサロンや集い
の場がほしい 

現在は夫のケア
マネジャーに相
談をしている。障
害者が安心して
相談できるケア
マネジャーがほ
しい。 

ガイドヘルパー
ができる人材を
養成してほしい 

高齢者事業団の
事を今日始めて
知った。これから
事業団を利用し
たいと思う。 

3幸の会 身体 障害者のサーク
ルの集いの時の
送迎バスが大変
親切で感謝して
いる 

  社協から情報入
手しているが、よ
りわかりやすく
説明してくれる。
役場はもっと情
報を多くしてわ
かりやすく入手
できるようして
ほしい。窓口に行
っても障害のあ
る人にはもっと
親切に詳しく話
をしてほしい。時
間をかけて納得
のいくようすべ
てにおいて。 

障害者自立支援
法になり、従来の
サービスが受け
られなくなり家
に閉じこもる人
が多くなったよ
うだ。公民館でい
ろいろな行事が
あっても足がな
く、元気な人なら
行ける所でも障
害者には行くこ
とができない。ラ
イフバスがもっ
と使えれば行き
たい人が一杯い
ます。ライフバス
をもっと時間を
増して運行して
もらいたい。 

  

4幸の会 身体     広報のテープは
とても気に入っ
ています。（地震）
自然災害時の安
全確保：避難場所
への誘導 

点字ブロックを
つけてほしい 

電磁器を購入し
たい 

5幸の会 身体 ライフバスを利
用して動いてい
る。２時間に１本
しかない時間帯
があるが、せめて
１時間に１本に
してほしい。 

郵便物を読んで
くれる者がいな
いので、町にもっ
ていったら読ん
でくれるところ、
対応してくれる
ところがあると
いい。（社会福祉
協議会とか、支所
などで） 

ラジオ放送（NHK
が多い）で入手し
ている。老人会が
中止になってい
るので、近所の方
と顔を合わせた
いので復活する
か。それに代わる
ものをつくって
ほしい。 

タクシー券の100
円、200円をつく
ってもらって初
乗り券と一緒に
使えるようにし
てもらいたい 

音声誘導システ
ムを公的な施設
に（入り口・トイ
レ）につけてほし
い 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

6幸の会 身体 外出ガイド（10時
間使用中） 

ボランティアで
週３回（ボランテ
ィア先で送迎有）
今は不便を感じ
ていない 

ボランティア先
での情報がある。
気楽にいける相
談窓口がほしい。 

町としてガイド
ヘルパーを希望 

・タクシー券の改
善（100円や200円
券などに） 
・公的施設の入り
口に音声誘導シ
ステム装置を希
望する。 

7幸の会 身体 会合の時はあい
の会のガイドヘ
ルプのお世話に
なっている。バス
の送迎も利用し
ている。タクシー
券をもらってい
る。（初乗り券以
外に100円券もあ
ると良い） 

  広報のテープは
いつも聞いてい
ます。拡大読書器
を使用している
が使いにくい。補
助具に対する補
助を拡大し読み
上げ器が使える
ようにしてほし
い 

・道路の整備を促
進してほしい（歩
道の高低、広かっ
た り 狭 か っ た
り）。 
・信号機に音声を
つけてほしい。 
・公園を増やして
ほしい。 

・災害時や緊急時
の対応が容易に
できるような施
設や処置方法を
予め設定して周
知してほしい。 
・銀行のＡＴＭに
音声をつけてほ
しい。（郵便局に
はある） 

8三芳町聴覚
障害者の会 

身体 利用したくても
厳しくて受けら
れていない 

障害者の意向を
大切に実現させ
る行政 
日中活動への支
援：障害者の１人
生活への支援活
動として対話が
可能な人の派遣
を依頼したい。一
緒に料理をした
りグループの活
動はできないが、
個人との対話な
ら受け入れるこ
とができる人に
は１対１の支援
を望みたい。社会
人として社会の
人との接触はと
ても大切なので
定期的に会って
障害者を成長で
きるよう支援し
てもらいたい。 

障害者と対話の
できる行政 

訪問援助 他市町村よりも
劣らないような
税金を福祉のた
めに使ってほし
い。そのために障
害を持っている
人から直接声を
聞き、その実現を
させるために税
金を使ってほし
い。 

9三芳町聴覚
障害者の会 

身体 要約筆記「あすな
ろ」 このサーク
ルは人数が少な
くまだ勉強され
て発展中のよう
ですので、十分な
情報保障はこれ
からのようだ。県
の要筆担当のよ
うになれるよう
頑張ってほしい 

    車いす専用駐車
場を利用する人
がいなくても、そ
のスペースは用
意されているよ
うに。聴障者がい
てもいなくても
手話通訳・要約筆
記（OHPなど）準
備してほしい。文
字による情報保
障。聴障者に限ら
ず、高齢化により
音声情報では情
報を得られるこ
とが難しい人達
が増えてくるの
は必然的なので。
たとえば町で合
同の健康診断・講
演など 今までの
ように無料で福
祉的に。 

備えあれば、憂い
なし的発想を。町
民に身体・知的・
精神に不自由な
人がどこに何人
いることが分か
っているのは役
場だけなので、積
極的な情報発信
を願いたい。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

10三芳町聴覚
障害者の会 

身体 広く薄いサービ
ス（お風呂券50歳
→55歳）について
変更になったと
き、広報に載せれ
ば良いと思うが、
人に対する中止
についてはきち
んと本人に郵送
してきても良い
のではないかと
思う。（17年度４
月補聴器電池に
ついて）窓口で言
われました。現行
では、補聴器の調
子が悪いとき、役
場に連絡ですが、
修理の時、無料で
済む時がありま
す。完全に修理必
要とわかった時
に店から見積も
り連絡に変更し
たほうが良いの
ではないかと思
う。 

個人主義的な世
の中になり、隣は
どんな方が住ん
でいるかもわか
らない状態。自治
会があっても入
らない方も多く
辞める方もいる。
役をやることが
ただ嫌なだけで、
奉仕の心が薄く
なっているよう
に思う。一方で感
謝する気持ちも
薄らいできてい
る。すべてお金な
のか。でもお金も
必要な物だが、就
労はそのための
手段であり、回り
の方の支援も必
要だ。個人情報保
護法で難しくな
ってしまった。頼
りは行政だけだ。 

現在補聴器があ
れば何とか生活
できるが、将来は
どうなるかわか
らないので不安。
せめて福祉課に
聴覚障害者に理
解のある手話通
訳士の職員を配
置していただけ
るとありがたい。 

高齢化が進み聴
覚・視覚と悪くな
っていくので、電
光文字盤を設置
してほしい。交
通・病院・デパー
ト等、大阪ではタ
クシーやホテル
の中にも電光文
字盤を設置して
いるため、大阪の
方が住みやすく
思う。講演等、不
特定多数の方が
集まる集会（選
挙・演説も含む）
は必ず手話通訳
と要約筆記をお
願いしたい。 

以前住んでいた
吹田市から、三芳
町に転入してき
た際の福祉行政
の落差はひどい
ものだった。福祉
サービスの後退
だけは勘弁して
欲しい。 

11三芳町聴覚
障害者の会 

身体 ・手話通訳・ファ
ックス、アダプタ
ー、テレビ字幕の
機械など聞こえ
ない人が使うも
のの補助金。 
・一番大切なのが
通訳なのに、断ら
れたことがある。
３日前の予約な
ので、病気の時に
困る。 

・５年前に退職し
て現在は手話の
指導（学校やサー
クル） 
・聴障者が町など
公的な会議に参
加する場合は通
訳をつけてほし
い。 

・聴障会、サーク
ル、広報、県情報
センター・行政と
は手話コミュニ
ケーションが取
れないのででき
ない。筆談では正
確に伝わらない。 
・行政の窓口でも
意味が通じず、わ
からないまま暮
らしている聴障
者がいる。通訳者
を通して説明し
てほしい。 

・少しでも手話が
使える人が増え
てほしいし、手話
通訳者自体も増
やしてほしい。 
・手話通訳は聴障
者だけでなく、健
聴者のためでも
ある。コミュニケ
ーション保障は
無料であるべき 

・役場、社協に通
訳がほしい。 
・行政関係に電話
と一緒にFAX番号
も記載してほし
い。 
・緊急の場合、三
芳町には通訳者
がいない。派遣を
頼むのは、間に合
わない。他市との
理解を得て、協力
しあってほしい。 

12三芳町聴覚
障害者の会 

身体 FAX・テレビ、字
幕など 

・地域とのコミュ
ニケーションが
不足し、トラブル
を招きやすい 
・行事に参加しづ
らい。 
・自治会の会議が
できない 

・聴覚障害者の
会、サークルに相
談している。行政
とは手話コミュ
ニケーションが
とれないのでで
きない。（筆談で
は正確に伝わら
ない） 

「コミュニケー
ション支援事業」
は聴覚言語機能
等の障害のある
方に手話通訳者
を派遣してほし
い。 

・窓口での手続き
などの際に、手話
できる人などに
補助してほしい。 
・重病の時、緊急
ボタンを押して
救急車と必ず手
話通訳者と共に
派遣してほしい。 
・行政関係の電話
と一緒にFAX番号
も記載してほし
い 

13三芳町聴覚
障害者の会 

身体 緊急時、天災児や
急病などの対応
ができないと心
配 

  情報は友人から
入手 

このようなアン
ケートの文章も
読み取るのが困
難なため、一般の
文章作成や読み
取りのスクール
などがあればよ
いと思う。 

役場の窓口の手
続きなどの際に
会話の補助をす
ること。（手話通
訳必要） 

14三芳町聴覚
障害者の会 

身体 緊急時、天災児や
急病などの対応
ができないと心
配 

      役場の窓口の手
続きなどの際に
会話の補助をす
ること。（手話通
訳必要） 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

15三芳町聴覚
障害者の会 

身体   ４年前定年を迎
え、現在手話の指
導、学校、サーク
ル 

・埼玉県聴覚障害
者情報センター
及び埼玉県聴覚
障害者協会（相談
員） 
・市町村に住む耳
が不自由な人た
ちが災害時の避
難情報など障害
者向けの情報発
信の拠点施設を
つくってほしい 

少しでも手話が
使える人が増え
てほしい。 
手話通訳者を増
やしてほしい 

役場、社協 
・窓口での手続き
などの際に手話
ができる人など
に補助してほし
い。 
・手話通訳者がつ
くイベント講演
などもやってほ
しい。（手話通訳
者がつく講演は
ほとんどない） 

16三芳町聴覚
障害者の会 

身体 FAXなど使うもの
ほしい 

手話の学習 行政とは手話コ
ミュニケーショ
ンが取れないの
でできない 
聴、サークル、広
報、県情報センタ
ー 

  手話のできる人
がほしい 

17三芳町聴覚
障害者の会 

身体   手話講座がほし
い。指導ができ
る。 

三芳町で地域コ
ミュニケーショ
ンが取れない  

福祉は手話通訳
者を介して話す
場合も通訳者の
方ばかりを見ず
に当事者を見る
ようにすること。
表情も手話表現
のひとつだから。 

三芳サークルが
活動をします。手
話が出来るだけ。 

18三芳手話サ
ークル（難
聴者） 

身体 補聴器購入の際
の補助を受けて
いるので、今後も
続けてほしい。特
定の店でしか購
入できないが町
内の店とかで購
入できれば便利 

今後の聴力低下
を想定し、手話を
勉強中 

サークル仲間の
方から情報入手
している 

  聴力を補うには
補聴器に頼るし
かないが、年ごと
に良いものが開
発されている反
面高額に。購入時
の補助は続けて
ほしい。要約筆
記、手話通訳者等
により、情報を保
障してほしい 

19手をつなぐ
親の会 

身体・知
的 

    役場からの情報
があると良いが、
情報が少ない 

医療設備がある
施設があれば将
来も暮らせる。現
在は近くにはほ
とんどいないの
で、心配している 

  

20手をつなぐ
親の会 

精神 就労支援を受け
ているが、支援法
の改正により経
済的負担が増え
大変です。 

一般就労ができ
れば良いが、障害
により無理に近
い人たちが多い
のが現状。受け入
れ側の体制を整
えない限り、一般
就労は難しいと
思う。地域に根ざ
した通所施設、作
業場は必要だと
思う。地域は仕事
の斡旋、施設の利
用などを支援し
てほしいと思う。 

福祉課に行った
時にちょっとし
た情報は耳にす
るが、詳細は自分
で行動しない限
りわからない。調
べるにしてもそ
の術がわからな
い。誰でもわかる
ような説明をし
てほしいと思う
し、そういう機関
を設けてほしい
と思う。もっと地
域と行政が一体
となってほしい。 

障害者（児）が気
兼ねなく、利用で
きるレストラン、
スポーツクラブ、
音楽活動、サーク
ルなど楽しめる
場所があればと
思う。 

緊急時のデイサ
ービス、送迎など
あると助かりま
す。 

21手をつなぐ
親の会 

知的   日中は太陽の家
に通所している 

親の会のメンバ
ー。役場の福祉課 
太陽の家の保護
者会 

  とてもわかりに
くく、難しい福祉
行政だと思う。い
ろいろランクに
よって利用でき
るかできないか
が違う。わかりや
すく説明してほ
しい。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

22手をつなぐ
親の会 

知的 みよしの里 ショ
ートステイ 

三芳太陽の家へ
通っている 

      

23手をつなぐ
親の会 

知的 みよし友愛サー
ビスを利用して
いる。毎月４回か
ら５回。 

太陽の家に通っ
ている。仕事は作
業班で、いろいろ
ことで理解でき
ないことも稀に
あると思う 

広報は見落とす
恐れがあるので、
行政(役場）から
の情報発信が必
要だ 

  親が体調を崩し
た時に送迎を代
わりしてくれる
人が必要だ 

24手をつなぐ
親の会 

知的   太陽の家へ通所
しているが、通所
に対して各種の
支援をしていた
だいている事を
続けていただけ
れば良いと思う。 

相談先、情報入手
方法は特にない
ので、行政より情
報をお願いした
い。方法として
は、町の広報、太
陽の家経由等 

    

25手をつなぐ
親の会 

知的 サービスの手続
きの複雑さと更
新の煩わしさ等
の解消が必要 

太陽の家に通っ
ている。親として
はもっと合った
ところがあれば
という思いもあ
るが、現状では現
在在席している
場に籍をおいた
まま他の場所を
試してみるわけ
にはいかないし、
今の所をやめて
他に移ったはい
いが、合わないの
でまた戻りたい
というわけにも
いかない。今の所
に通いつつも他
を見比べるよう
になればと思う 

太陽の家及び親
の会のお母さん
方から 

入所施設等の充
実：親は子より早
く逝くがその前
に体力的に面倒
を看ることがで
きなくなる。そん
なとき安心して
まかせられる場
がほしい。 

持病を持ってい
る方はかかりつ
け病院でまめに
健診を受けてい
るようだが、取り
立てて持病や発
作がない者は、学
校卒業後、健診を
受ける機会がな
い。せめて２年に
１度でもそうい
う機会がほしい。 

26手をつなぐ
親の会 

身体・知
的 

    町の福祉課、太陽
の家 

町の福祉課 障害
者がいつでも気
軽に利用できる
総合病院が町に
あればどんなに
良いかと思う 

どうしても迎え
の時間に間に合
わない時に、１～
２時間延長して
預かってもらえ
る（別の施設で
も）と助かる 

27手をつなぐ
親の会 

知的   グループホーム、
生活ホームの設
立、就労支援セン
ターの設立（東松
山的）ZAC 

身体・知的・精神、
連絡協議会設立
及び事務所の設
立、一元化が望ま
しい 

  相談支援センタ
ーがほしい。三芳
町では人材不足 

28手をつなぐ
親の会 

知的 年に数回、ショー
トステイを利用
しているが、利用
日が他の方と重
なってしまい利
用できないこと
がある。施設の枠
をもっと広げて
いただき、利用し
たいときに利用
できるようにし
てもらいたい。ま
た、男性職員が少
ないという理由
で断られたこと
もあった。 

通所施設へ通っ
ているが、土日に
も活動ができる
ボランティアグ
ループの育成に
力を入れてもら
いたいと思う。 

  地域での生活に
は個人的にはグ
ループホームを
考えている。どの
ように進めてい
けば良いのかよ
くわからないの
で、専用窓口をつ
くっていただき
たい。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

29手をつなぐ
親の会 

知的   福祉喫茶ハーモ
ニーで働いてい
るが、客数が少な
く働いたという
実感がない。せめ
て役場の職員が
一人でも多く利
用してくれると
いい。出前の電話
を待っているだ
けでなく、従業員
たちが職場内を
回って「今日の昼
は何にしますか」
と聞いて回ると
時間もつぶせ、注
文もとれ、一石二
鳥かと思われる。 

同じ親の会の人
たちから聞いた
りしているが、新
しいこと等は福
祉課の人たちが
説明会を開いて
くれるといいと
思う 

老人向けのグル
ープホームや日
中のデイサービ
ス等たくさんで
きているが、障害
のある人たちの
グループホーム、
デイサービスを
これからつくっ
てほしい。 

  

30手をつなぐ
親の会  み
よしの里 

知的         みよしの里で生
活しているが、近
い将来親の私た
ちがいなくなっ
た時のことを考
えるとはかりき
れない心配でい
っぱいだ。子ども
の未来はどうな
るのか。残してい
かなくてはいけ
ない親たちには
町、国にお願いす
ることしかない。
今回やっている
判定はわかりづ
らいし、自閉症に
あってないと思
う。話せるから大
変。歩けるから命
にかかわること
が多い。しっかり
子ども一人ひと
りに合わせてみ
てもらいたいと
思う。 

31手をつなぐ
親の会  み
よしの里 

知的     行政側とみよし
の里 

  今回の障害認定
は情報がはっき
りせず、正確な判
断がなかなかで
きなかった。早急
なこととは言え、
二市一町行政と
福祉施設側との
情報交換を密に
してほしいと思
った。また認定に
くる行政側のケ
ースワーカーは
障害者（自閉症、
精神遅滞）と接し
たことのある人
を望みたい。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

32手をつなぐ
親の会  み
よしの里 

精神 以前はよくタク
シー券などを利
用していたが、今
は免許もとれた
ので困っていな
いが、運転できな
い人、またいずれ
高齢になって運
転できなくなっ
たとき、毎週の送
り迎え、毎回タク
シーを利用する
と費用がかかる。
里に入所してい
ても、タクシー券
が利用できると
いい。 

  手をつなぐ親の
会、みよしの里、
みよしの里家族
会、役場福祉課よ
り情報入手して
いる。現在親の会
では、他の親の会
とのつながりが
あるが、施設家族
会同士のつなが
りができていな
い。家族会でも努
力しなければな
らないが、行政の
支援もしてほし
いと思う。 

三芳町も近年人
口が増加したた
め、現状のライフ
バスでは通勤が
不便だ。もっとラ
イフバスの増便
を。また、役場、
その他各公民館、
その他の施設に
行くにも不便だ。
施設に行く巡回
バスがあると便
利 

現在すでに障害
者区分判定が行
われているが、こ
の判定方法では
特に知的障害児、
自閉症の障害者
にとってはとて
も不公平（親にと
っては身体的に
不自由で困って
いる、悩んでいる
わけではなく、病
状、障害、パニッ
ク等によって苦
しんでいる。今の
ままの判定で現
施設に入れなく
なるなどの不安
で一杯だ。なぜ困
っているのか、悩
んでいるのかを
考えて判定して
ほしいと思う。） 

33手をつなぐ
親の会 

身体 支援費制度の移
動介護サービス
を使って休日の
買い物、映画等に
利用している 

他市の活動セン
ターに週２回ぐ
らい通っている。
そこは定員が一
杯なので通うこ
とは拒まれない
が、措置制度とか
使えないので、自
費で親が送迎な
ので給料ももら
えない。ぜひこの
町にも通所施設
をつくってほし
い 

現在通っている
活動センターや
親の会、役場福祉
課から相談や情
報入手をしてい
るが、今回の自立
支援法はわかり
づらく、やはり説
明会などを開い
てほしいと思う。 

親は年老いてい
くばかりで子ど
もの将来が心配
だ。グループホー
ムなどの設立を
早急に願う。 

全身性介護人派
遣制度を使って
ほしい 

34三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 ・タクシーの無料
サービス 
・ヘルパーの（食
事）家事援助には
助かっている 

・週３日デイサー
ビスに行ってい
てとても快適 
・どこかバス旅行
にでも連れてい
ってもらいたい 

      

35三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 保健室の血圧計 目の悪い方には
道路の白いライ
ンをたどって歩
く事しかできな
い。白のラインが
切れてしまえば、
ぶつかってケガ
をする。もう少し
増やしてほしい。 

      

36三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 デイサービス、シ
ョートステイ 

左半身不随なの
で就労したくて
もできない 

秋の旅行とお楽
しみ会がとても
楽しみ。できる限
り参加したいと
思います 

各店では段差を
なくしてほしい
と思う。あと手す
りをつけていた
だくとありがた
い 

  

37三芳町身体
障害者福祉
会 

身体   行政や地域は頼
りにならない 

情報の入手先は
町で発行するあ
なたのまちの介
護保険だが、カタ
カナ語が多くほ
とんどわからな
い 

今までに地域の
サービスを受け
たことは思い出
せない 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

38三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 現在のサービス
とは何があるの
かそれすらわか
っていない。障害
の程度もさまざ
まだが、年に一度
資料のようなも
のをいただけた
らと思う。 

身体障害者なの
で、何をするにも
最も困るのが、一
人で外出できな
いこと。車で三芳
町を回ってくれ
る方（ボランティ
ア）がいたら。そ
のような声が多
い。 

どんな事でも気
軽に相談するこ
とができたら皆
さん喜ぶと思う。
そのような窓口
があったらいい
と思う 

介護保険の受け
られない体の不
自由な方で一人
暮らしの方が明
るく楽しい生活
ができるのが一
番だと思う。どう
すればいいのか
今はわからない 

今のままでいい
と思う 

39三芳町身体
障害者福祉
会 

身体         障害者で就労で
きない方のため
に、町の授産施設
は病院に通って
いないとダメだ
と言われた。私は
毎日遊んでいる
ので、病院に通っ
ていなくても入
所できるように
してほしい 

40三芳町身体
障害者福祉
会 

身体       三芳町も少し遅
れているようだ
が、今後充実した
施設が出来てき
ているし、自立者
もよくなってく
るだろう 

  

41三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 日帰り近距離旅
行 
年末お楽しみ会 

週一回通所リハ
ビリテーション 

相談は三芳町支
援センター 

植木の多い公園
がほしいと思う 

  

42三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 ライフバスを利
用するが、保健セ
ンター、図書館、
公民館等に行く
場合、ライフバス
が停留所として
ない。不自由だ 

        

43三芳町身体
障害者福祉
会 

身体   身体障害者福祉
会の手伝いをし
ている 

    新しい総合体育
館が10月からオ
ープンするが、身
体障害者の方々
がリハビリを兼
ねた運動等も考
えて皆が気軽に
利用できるよう
にしてほしい。交
通手段のことも
考えてほしい 

44三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 週一回デイケア
利用。日帰りバス
旅行、若葉の会な
どに参加してい
る。 

公共の場所への
ボランティア運
転 

情報入手は「みよ
し」「議会だより」
や知人や家族か
ら。できれば障害
者便りなるもの
が発行できれば
と思うときがあ
る。同じ共通の悩
みを抱える者に
とっては、励みに
なると思う。 

    

45三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 家内と一緒に旅
行に行っている。
日帰り又は一泊
旅行 

一日に平均１万
５千歩歩いてい
る。弁天の森でラ
ジオ体操してい
る。 

いろいろな会合
に出て情報入手
している 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

46三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 どのようなサー
ビスがあるのか、
利用方法も知ら
ない 

  日頃の相談先：子
ども 

身障者がパソコ
ン、電話、回覧板、
通信文書を使用
せずに各サービ
スを利用できる
サービスが必要 

自立支援法が施
行されたからと
いって、心身にハ
ンディキャップ
のある障害者に
今回のヒアリン
グ用紙をただ送
付するのは、あま
りに配慮が足り
ない（ヒアリング
ではなく、本人が
記入できない回
答用紙である） 
自分たちの業務
上の保身・横着に
このヒアリング
用紙を用意し、障
害福祉計画・各事
業を策定するな
ど言語道断であ
る 

47三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 住宅改修は利用
させてもらって
よかった 

病院へリハビリ
等のため通院し
ているが、不自由
はしていない 

福祉課等に行っ
て相談などして
いるが、広報みよ
しで情報入手で
きることもある。
地域や行政は自
分から聞きに行
かないとわから
ないことがある
と思う 

障害者の就労は
難しい。また、町
の福祉サービス
は他市から比べ
るとまだまだ考
えていただくこ
とがあると思う 

いろいろと日帰
り旅行など楽し
いことが一年の
内に何回かある
ので、利用させて
いただいている。 

48三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 アイリスケアセ
ンター富士見 外
出介助 

        

49三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 補聴器の補助は
大変助かってい
る 

家庭の主婦とし
て活動している 

日頃の情報は三
芳町広報や家族、
友人から得られ
る 

    

50三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 友愛サービス（社
協）を月２回利用
助かっている。公
のヘルプサービ
スがあればよい 

働けないので、時
にサークル活動
したりしている。
コピスへ行くと
きや通院で駅へ
行く時、移動手段
がないのでタク
シーの利用とな
る。ぜひライフバ
スを三区まで走
らせてほしい。ふ
れあいセンター
へは酒屋が停車
場になっている
ので駅へもそこ
で止まってほし
い 

広報が情報入手
となるが、どんな
福祉サービスが
あるか把握しき
れていない 

電動スクーター
や車いすでも安
全なように道を
広くしてほしい。
また藤久保公民
館にエレベータ
を設置してほし
い。重いもの（た
とえばゴミ出し）
を持てない、瓶の
蓋があけられな
いので、もし一人
暮らしになった
とき、近くにちょ
っとしたことを
支援してくれる
支援員がいれば
いい。（電灯の取
り替え、高い所の
物をとるなど） 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

51三芳町身体
障害者福祉
会 

身体 補聴器の電池補
助がなくなり残
念だ 

手話サークルに
参加（手話を学ん
でいる） 

三芳町広報、家
族、姉妹、友人、
手話サークルな
どの情報入手で
す。できればパソ
コンや携帯によ
るメールのお知
らせは便利だと
思う。DoCoMo等は
一日三回メール
でニュースやそ
の他を月額200円
ぐらい 現在、家
族がいるから良
いが、一人暮らし
の場合などは良
いと思う。パソコ
ン、携帯がない人
にはFAXがほしい 

  福祉担当者の方
は手話を学んで
ほしい。障害の等
級によってサー
ビスの差がある。
困っていること
は同じなので多
少の補助はして
ほしい 

52三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 診察する時、前回
みたいに健康保
険だけで診察出
来ると良いと思
う。（自立支援法
で用紙が小さい
ものにしてもら
いたい）カードぐ
らいにならない
か 

・週一回工房に面
接していただい
ている。・授産施
設が近くにあれ
ば良いと思う。・
さいたま市にあ
る障害者福祉施
設で無料で手帳
をもっていれば
利用できるよう
になるともっと
良いと思う。・朝
霞台にあるワク
ワクドームのよ
うに（手帳）で、
なるべく無料で
利用できる施設
があると良い 

広報とセンター
職員や、工房の指
導員から教えて
もらっている次
第 

・施設利用が今年
10月より１割負
担になるので、で
きれば工賃を多
くもらえないだ
ろうか。赤字では
なんのために施
設に通うのかわ
か ら な い と 思
う。・障害者交流
センターならぬ
施設があればも
っと良い。・一人
暮らしが安く可
能な施設はでき
ないのか。 

これからも年齢
を重ねていく。セ
ンターに相談や
サービスもこれ
から長く利用で
きるように願い
たい。 

53三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 ・燃料請求が出来
るので、大変助か
っている 
・診察する時、前
回みたいに健康
保険だけで診察
出来ると良いと
思う。（自立支援
法で用紙が小さ
いものにしても
らいたい）カード
ぐらいにならな
いか 
・タクシーも使用
出来ると良いと
思う。息子があま
り体調よくない
ので、主人も年だ
し。 
・（障害者手帳）
で、タクシーと燃
料費請求があれ
ばもっと良い 

・週一回工房に面
接していただい
ている。 
・授産施設が近く
にあれば良いと
思う。 
・さいたま市にあ
る障害者福祉施
設で無料で手帳
をもっていれば
利用できるよう
になるともっと
良いと思う。 
・朝霞台にあるワ
クワクドームの
ように（手帳）で、
なるべく無料で
利用できる施設
があると良い 

広報とセンター
職員や、工房の指
導員から教えて
もらっている次
第 

・施設利用が今年
10月より１割負
担になるので、で
きれば工賃を多
くもらえないだ
ろうか。赤字では
なんのために施
設に通うのかわ
からないと思う。 
・障害者交流セン
ターならぬ施設
があればもっと
良い。 
・一人暮らしが安
く可能な施設は
できないのか。 

これからも年齢
を重ねていく。セ
ンターに相談や
サービスもこれ
から長く利用で
きるように願い
たい。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

54三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 三芳工房を利用
している。新しい
ビルが出来てこ
れから再出発を
しようとしてい
たら、突然職員の
方が移動された
事を聞いて、本当
に残念だ。今度の
方は男性で若い
人と聞き、期待し
ている。支援セン
ター内での三芳
工房として一年
間の行事予定な
どがあるのか。
時々便りでも発
行してもらえた
らと希望してい
る 

現在アルバイト
をしている。月に
一度は三芳工房
に行って世話に
なっている。だれ
でも働きたい気
持ちはあるが、20
代、30代の体力、
意欲があるうち
に働く場所を探
して少しでも収
入を得られるよ
うしてほしい 

外来も今も変わ
らず同じ所で病
気以外の事でも
専門の人がいる
ので時々相談し
ている。新聞やテ
レビでも本人、親
もよくみている。
月に一度は食事
会などがあると
聞くので、参加し
たいと思う。三芳
工房での一年間
の行事予定など
あるのか。時には
便りでも発行し
てもらえないか。 

今度新しく入っ
た若い人たちと
古い人たちの交
流はないのか。10
年後は親もいな
くなり、外出、会
話も少なくなり、
孤独な生活にな
っていくと思う。
そのためにも、三
芳工房はいつま
でも続けてほし
い、そう願ってい
る。年に一度の日
帰り旅行などは
してもらえたら
と思う。 

障害者自立支援
法が改正されて
から、弱い立場の
人達の生活が一
層厳しくなって
きている。働いて
もお金が出てい
くようでは、この
先不安。就労支援
のサービスは希
望する。（以前の
石けんは私たち
は必要としてい
る。また作るよう
にはならないか） 

55三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 ・みよし工房、障
害者手帳、保険
証、受給者証、上
限管理票･･･細か
くて使いづらい。 

北永井２区集会
所、藤久保小学
校、鶴瀬西交流セ
ンター、所沢中央
体育館、卓球クラ
ブの練習のため、
もっと卓球が上
手なりたいため、
こういう体育関
係のサービスを
増やしてもらい
たい 

テレビのニュー
ス、新聞、広報 

社会福祉のため
の援助をしてほ
しいため、より一
層充実したサー
ビスを提供して
もらいたい 

精神福祉の障害
者の就職の窓口
をもっと聞いて
もらいたい 

56三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 よく出かけてい
るのがすきで、障
害者手帳が使わ
れて役に立って
いる 

畑の作業とか楽
しくやっている
様子、忙しい時、
本当の農家に行
って、ボランティ
アで草むしりと
かお茶摘みとか
そんな手伝いが
あってもいいと
思う。 

  一人とか二人と
か住める障害者
のアパートとか
障害がありなが
らもきちんと働
けるような会社、
もちろん見守る
人がいて、収入も
得ることが出来
ることが前提。 

なんとか働ける
職場があったら、
そしたらもっと
前向きに生きて
いけるような気
がする 

57三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 利用しているサ
ービスはみよし
工房。私は卒業し
たが、不安になる
と職員さんに会
いたくて顔を出
す。そこで何気な
い会話をするこ
とが楽しみで、職
員さんはしっか
りといろいろな
話を聞いてくれ
る。ただなじみの
職員さんがいな
くなってしまう
と寂しい、今後も
そういうことが
あると思うが、そ
れはうまくやっ
てほしい 

現在一般就労の
アルバイトをし
ておりその収入
と障害者年金で
なんとか生活し
ている。仕事も住
む場所もこの上
ない支援のおか
げで本当に助か
っている。一人で
も多くの仲間に
も味わってもら
いたい。とりあえ
ずは仕事の斡旋
をしてくれると
いい。やってみて
失敗してもいい
経験になる。 

・生活支援センタ
ーを日頃の相談
先としており、ア
ドバイスをもら
っている。情報交
換は作業所の友
人達から。それ以
外にもメディア
で精神障害の情
報が出るが、支援
センターの職員
さんに聞くのが
一番早い。 
・情報交換、意見
交換の場がもっ
とあってもいい
と思う。それと地
域の人との交流
はありがたい。街
で会っても話し
かけてくれる。街
に知ってる人が
多いことは嬉し
くありがたい。 

やはり地域の人
との交流を多く
してほしい。一人
で生活している
と、地域の人のあ
りがたさがわか
る。一人でも多く
の人との交流が
あとで自分の生
活をとても良い
ものにしてくれ
る。将来、私たち
も年を取る。そう
なると、なにかと
寂しくなり、困る
ようになる。親が
いればいいが、い
つか一人になる
と不安。そんな
時、地域の人の力
も少し貸してほ
しいと思う。 

障害福祉サービ
スには今後もず
っと世話になる
と思う。年をとっ
ても、元気で明る
く生活すること
が皆の願い。その
ためにも年を取
ってもサービス
を受けられるこ
と。新しい人達と
一緒にサービス
を受けたいと思
う。サービスを卒
業とか自立支援
だとか次第に取
り残されるよう
なことはしない
でほしい。この地
域でずっと生活
したいから、地域
の人、福祉の人と
仲良く元気に生
活させてほしい。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
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④地域生活全
般 

⑤その他 

58三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 精神障害者に対
する支援、福祉サ
ービスを模範的
に提供してくれ
て、みよし工房通
所者の親として
心から感謝して
いる。支援センタ
ーと工房が個別
にあるいは連携
してプログラム
を実施しており、
地 域 の 住 民 の
方々との交流の
心の健康づくり
を促進するとい
う目的に適した
事業展開が今後
も円滑に進めら
れることを期待
する。新しい自立
支援法が各々の
障害者グループ
に対して一元的
なサービスの提
供を目指すにあ
たって、精神障害
者特有の病状と
適応力を考慮し
たうえで、プログ
ラムが編成・運用
されることを願
う。 

当事者の親の目
から見て、まだ就
労支援を受ける
にはほど遠い状
態と思われ、通所
者として、これを
共同作業につな
げていくほどの
才覚は足りず、日
頃から指導員の
方々の適切な指
導に委ねるのが
現状。他方、地域
の住民の一人と
して、本人が自立
して社会生活に
移行できるため
の日々の訓練と
努力が不可欠だ
が、生活の知恵と
してコミュニケ
ーションの手法
が身につくよう
なプログラム編
成と導入が地域
住民と行政と企
業体を巻き込ん
だ形で何か工夫
がないものかと
自問している次
第だ。 

日常の心の健康
の保持に関する
相談や情報はお
かげで工房の指
導員が対応して
くれており、その
充実を期待する
が、障害者がかか
える行政上の諸
手続きに対する
教示と支援は、今
後も同様に行政
の窓口である支
援 セ ン タ ー の
方々の尽力によ
るところが大き
いと思う。特に障
害を有するメン
バーの将来に向
けた心の安心と
生活の安全が保
障される仕組み
の拡充を強く希
望する。そのため
には、これらの問
題意識を共有す
る人々が気楽に
集って自由な意
見と情報の交換
ができる空間（場
所）と人々への呼
びかけが必要だ
と思う。 

GIVE-AND-TAKE と
いう言葉がある
が、より良い地域
生活の充実のた
めには、情報やサ
ービスを享受す
る側とこれを提
供する側とのバ
ランスを保つこ
とが大切。人・
物・金の制約の下
で住みよい地域
社会を創り出す
にはやはり住民
の知恵と力を結
集するほかはな
いと思う。三芳町
の住民の安心と
安全をキーワー
ドとして、必要な
情報と適切な対
応が適時に得ら
れるような仕組
みが出来上がれ
ば大変ありがた
いと思う。当町に
在住あるいは在
職 す る 公 私 の
人々が共同で協
議するフォーラ
ムの創出は困難
か 

自立支援法が要
請する各障害者
グループの一元
的な取り扱いと
受益者負担の原
則の運用にあた
っては、それぞれ
のもつハンディ
キャップの質と
量の違いや、ま
た、同一障害グル
ープでも個々人
の病歴や病状の
相違といかに公
平に適合させる
かは難しい問題
でしょう。その
際、町の行政の裁
量の余地があれ
ば、財政面、人員
面の条件が許す
範囲内で福祉の
向上という基本
理念にそって対
処していただき
たく、個人情報の
尊重があまり形
式主義に陥らな
いよう願ってい
る。 

59三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神     ほとんど小規模
作業センターに
頼っているが、三
芳町の福祉に関
する事柄をまと
めた本等があれ
ばいろいろ参考
になると思う。 

現在の小規模作
業センターやも
う少し皆が気軽
にお茶等を楽し
め、雑談が出来る
場所があればい
いと思う 

精神障害者社会
適応訓練事業が
三芳町において
は遅れているよ
うに思う 

60三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 栄養講座・にこく
らぶ・革細工 

作業所週２回 ど
うしたら一般就
労できるかが課
題 

全家連（財団法人 
全国精神障害者
家族 会連合会） 

小さな喫茶店が
できる作業所が
ほしい 

偏見をなくして
ほしい 

61三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 みよし工房に週
２回通所してい
る 
通所手段として
徒歩 40分は負担
に感じるが、自転
車はふらついた
り転倒の危険が
あるので、途中ま
で送り迎えをし
ている。今は20分
程度なら歩ける
ことが今後の課
題 

工房では午前中
のみの活動だが、
畑作業、革細工、
料理等まだまだ
手助けをしても
らいながらの作
業である。将来働
きたい希望はあ
るが、いきなり実
社会に出て働く
のは難しい。体験
学習が出来る場
所があって徐々
に一般社会で就
労できると良い。 

支援センターの
職員の方々には
大変お世話にな
っている。 
「広報みよし」 

    

62三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 三芳工房 
ガソリンの支給 

活動週４回 仲間、広報 
ガソリン代など
の申請は支援セ
ンターやもっと
多くの窓口があ
るといい 

利用料の安い施
設 
休みの日に集え
る場所、手帳で遊
べるような所、障
害者同士で住め
る所･･･などがほ
しい 

偏見がなくなる
こと、怖くない病
気だということ
を理解してもら
いたい 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 
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現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

63三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 地域生活支援セ
ンターとみよし
工房に娘が世話
になっている。私
自身もすすめる
会の役員をしな
がら、地域の方々
との交流事業に
参加する機会を
得ている。支援セ
ンターで行われ
る家族教室、ソー
シャルクラブに
も出かけている 
建物が立派で新
しく、恵まれてい
るのだが、「精神
障害者」という大
きな文字は少し
抵抗を覚える 

みよし工房の活
動は、決められた
活動もある中で、
メンバー達が相
談して何をやる
か決める日もあ
ると聞く。なかな
か継続的な活動
は困難だろうが、
年間を通して軸
になる活動、それ
も将来的にアル
バイトや就労に
つながるような
企業の下請けや
部品の組み立て、
あるいは内職的
なこともあれば
よいと思う。た
だ、メンバーの人
数や個人差もあ
るので、難しいと
思う 

支援センターの
窓口を通して、い
ろいろな手続き、
相談などがしや
すくなっている。
少し職員さんの
数が少ないかと
思うが、いつも親
切に対応しても
らえて助かって
いる。できれば事
務処理も多くな
っていると思う
ので、人数を増や
し、職員さんも余
裕をもって仕事
ができることを
望む 

障害を持ってい
ると、どうしても
外に出る機会も
減り、運動不足に
なりがち。立派な
体育館は完成し
たのだから、次は
障害を持つ人、お
年寄りなどに優
しい芝生のある
ゆったりとウォ
ーキング等を楽
しめる公園がで
きればと強く望
む 

町としては、比較
的サービスは充
実していると思
うが、活用される
方がもっといる
とどんどん広が
りが出ると思う。
施設のＰＲも大
切だと思う 

64三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 役場の方に電話
でいろいろな相
談にのっていた
だいたり、家に訪
問していただい
たりしている 

身体の方がもう
少し自信がない
ように見える。家
で洗濯や掃除、編
み物、本読み、家
にいる人をもう
少し何とか出来
ないかと思う。 

すすめる会とか
町の障害者の話
があれば聞くよ
うにしている。全
家連の本、お医者
さん、福祉の本で
見ている 

親も子どもも年
をとってきてい
るので、自分たち
が作ったものを
自分たちで売っ
たり出来るよう
な場所があれば
と思っている 

なるべく声をか
けてくれたらと
思うので、当の本
人の気持ちもあ
るし、年も年なの
で、なかなか本人
も思うようにい
かない。 

65三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 みよし工房や保
健師さんに相談
することがある。
工房に行きたい
が、朝９時半まで
に行けないので
難しい 

工房の始まる時
間には寝ている
ので、午前中は行
くのが無理な状
態。午後からでも
行ければいいの
にと思っている。
でも、午後からだ
けでは、一般就労
への移行は無理
だとは思ってい
る。何か内職みた
いなものをやっ
ていて（工房のほ
うで）それをいつ
行ってもできる
ような状態には
できないか。 

相談は保健師に
している。情報収
集はほとんど母
がやっている。本
人は関心が薄い 

私の存在が近隣
の人の迷惑にな
っているのでは
ないかと思うこ
とがある。これは
サービスでは解
決できるもので
はないと思う 

町にはよくして
もらっていると
思う。問題は私自
身だと思うので、
自分で解決しな
ければどうにも
ならないことだ
と思っている 

66三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 自立支援に必要
な費用、燃料費、
手帳、町のにこく
らぶ、栄養講座 
手続きが一本化
されると良い 

病院（４月／回）、
町の事業（３／
月）働けるような
場所がほしい 

・家族から聞いて
いる 
・父と娘 

仕事ができるよ
うに訓練できる
施設をつくって
ほしい。近くに病
院ができると良
い 

病気があっても
ゆっくり慎重に
働ける場所がほ
しい 

67三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 にこくらぶ、栄養
講座 ２つとも遠
い 

作業所でお金を
もらえるように
してほしい 

回覧板でもっと
情報をうまく伝
えてほしい 

もっと支援セン
ターを建ててほ
しい 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

68三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 障害者自立支援
法では原則１割
負担となった。軽
減措置は町独自
の支援事業の中
で努力すること
はできないか 

手話サークル 国民健康保険税
の値上げストッ
プを。近々国保事
業が県に移行。75
歳以上の高齢者
から保険料を徴
収する「高齢者医
療制度」の新設な
どが予想される
影響も考え、一般
会計からの繰り
入れ増額などで
これ以上の値上
げを避けるべき
では？ 

    

69三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 みよし工房に週
２回通っている。
家にずっといる
より、少しでも外
の世界にでて通
所している人と
話ができるとよ
い 

みよし工房では
毎月活動が違い
革細工やにこく
らぶ、お菓子づく
りなどに参加す
ることが多い。精
神障害がある私
は環境の変化に
とまどうことが
多いので、職員さ
んの異動などの
際は早めに知ら
せてもらいたい 

支援センターに
いる町の職員さ
んはみよし工房
の職員さんに相
談にのってもら
ったり、情報を教
えてもらう、家族
会などに親が出
席して情報を得
る、職員さんがそ
んなに多くない
のにメンバーの
数と合わず話が
できないことも
あるので、相談員
さんなどに来て
もらいたい 

将来仕事をした
として、上司や仲
間の人たちに自
分の病気という
ものを少しでも
知ってもらいな
がら、自分にあっ
た仕事がしたい。 

  

70三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 みよし工房：ビー
ズ作りや料理を
もっと多くして
もらいたい。この
先一人でやって
いけるように 
映画、栄養講座 

もっとお金をか
けてほしい。福祉
にお金をかけて
いないように見
受けられる。畑、
革細工、料理等 
作業所、週２回、
授産施設がほし
い。作業所がもっ
とあればいい 

就職する時、障害
者として、ハロー
ワークに行って
も職がないので、
もっと増やして
ほしい。もっと企
業に働きかけを
し、この障害につ
いて理解をして
もらって仕事を
したい 

喫茶店等を作っ
ていただき働き
たい。利用料の安
い作業所を作っ
てほしい。働く施
設がない。親から
独立するために
住めるところが
ほしい 

お金をもう少し
障害福祉サービ
スに使ってほし
い。地元住民の人
にわかってもら
いたい 

71三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 ・みよし工房 
・手帳（携帯の電
話代、バスや映画
館の代金） 
・自立支援の医療 
・障害者年金 

・みよし工房に週
４日通う。 
・みずほ苑に車い
すを磨くボラン
ティアに週２回 
・地域の卓球クラ
ブに週３回 
・地域の行政には
仕事のあっせん
みたいなことを
してほしい 

支援センターや
飲食店、スーパー
においてある無
料の雑誌 

仕事に就いた時
に役立つ訓練 

仕事を探すとき、
面接に行く時に
自分の推薦書み
たいなものを書
いてもらいたい 

72三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 ・もっと就労に向
けた支援をして
ほしい。 
・工賃がもらえる
仕事がほしい（小
規模作業所みよ
し工房） 

・作業所週５日に
してほしい 
・授産施設を近く
につくってほし
い 

  安くて済むグル
ープホームを新
設してほしい 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地 域生活全
般 

⑤その他 

73三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 三芳支援センタ
ーができてとて
も助かり、みよし
工房のメンバー
として三芳支援
センターに通わ
せてもらってい
る。今、ボランテ
ィアでみずほ苑
に通わせてもら
っている 

日中の活動とし
てはみよし工房
に６年目として
通わせていただ
き、就労はボラン
ティアに通わせ
ていただき、段階
としてもステッ
プとして、アルバ
イトに通いたい
と思っている 

      

74三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 栄養講座、にこく
らぶ、家族教室、
福祉まつり 

気軽に出入りで
きるそのような
場所が出来たら
良いと思う。就労
など町内の企業
など、どんどん働
きかけてほしい 

相談先･･･支援セ
ンター、みよし工
房などお世話に
なっている。 
自立＝社会が家
庭にならないよ
う願いたい 

    

75三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 みよし工房 みよし工房、家に
いることが多い 

地域生活支援セ
ンター、みよし工
房 

将来の居場所的
な気軽な福祉セ
ンターのような
ものがあったら
いい 

  

76三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神       自立支援法にな
り、自立、働く事
を少しずつ謳っ
てきたが、16年間
も働くことがな
かった。作業所に
通所するように
なってかなり良
くなってはきて
いるが、社会に出
て働くことはか
なり無理がある
ように思う。そこ
で施設の中で働
く事ができたら
と思う。たとえば
上尾のグリーン
ドアのような施
設の中で仕事を
する場があれば
安心して生活が
送れるのではな
いかと思う。 

状態が安定して
からのことだが、
かなり落ち着い
てきているが、仕
事の紹介もして
もらいたいと思
う。 

77三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 みよし工房 
医者へのお金 
障害者手帳 
障害者年金２級 

みよし工房：週４
回 
《畑－３回  石
けんづくり 月２
回 グリーンフ
ェロー月２回（運
動） 若葉の会
（障害者交流会） 
革細工（２回）》 

支援センターか
又は役場の福祉
の人、新聞、テレ
ビ 

パートあるいは
短い時間でも働
ける所がほしい
です（単純労働た
とえば清掃等） 

いろいろお世話
になっており感
謝しております。 
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 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

78三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 支援センターの
２階で工房の友
だちとの活動使
いづらい点では
狭いこと（仕方な
いかな） 

安心して働ける
環境、地域は見守
りボランティア、
過日和光の「総合
福祉会館」に行っ
てきた。三障害が
入っている。働
き、対面でお客様
と接するとても
素晴らしいと思
った。三芳町も早
く「福祉会館」の
建設を望みます。
ここで働くだけ
だと、保護も多い
ので良くなった
方は公民館に移
るのも良いと思
う。人と接する機
会も少ない（接す
る人も決まりが
ち）が、あせらず、
じっくり待つ心
構えで支援でき
たらいいと思い
ます） 

現在ある支援セ
ンターを活用 

住民の理解が必
要 
講習会や共に活
動をして、ともか
く知ってもらう
こと。現在支援セ
ンターで共に活
動をしているが、
これの充実 

  

79三芳町ここ
ろの健康づ
くりをすす
める会 

精神 かねてから切望
していた地域生
活支援センター
が精神障害者小
希望作業所（みよ
し工房）との併設
で埼玉県内でも
数少ないこのよ
うな施設が開所
されたことに、当
会を代表して行
政に深く感謝し
たい。 

(1)支援センター
の存在を広く住
民に周知するこ
と、また精神障害
者に対する理解
を住民に求める
ことを目的とし
て、これまでの
（みよし工房）及
び担当課の業務
と同様に活動内
容には住民と精
神障害者との交
流事業を計画し
実施していただ
きたい 
(2)精神障害者の
みの利用にとど
まることなく、社
会問題になって
いる。育児不安、
児童虐待、社会的
ひきこもり、薬物
乱用、うつや自
殺、老人の虐待な
ど、こころの問題
に視点をおき、住
民のこころの健
康を維持するた
めの予防活動に
力をいれた業務
にしていただき
たい。 

(3)通所者に対し
家族から働きな
さいと言われて
も、それがなかな
か出来ないのが、
通所者本人と家
族の悩み。通所者
も就労を希望し
ているが、現況で
は受け入れ企業
がほとんどない。
自立していくた
めにも、授産施設
が必要だと考え
る。あさか向陽園
なども参考にな
らないか。 
(4)世の中が複雑
になるほど精神
障害者が増えて
いく傾向があり
ます。一日も早く
自立して行くこ
とが大切だが、現
在の定員では（15
名と聞く）誰かを
出さなければ新
しく通所する人
を受け入れるこ
とは不可能。定員
増をぜひ願いた
い 

(5)当すすめる会
は精神障害者の
社会復帰活動へ
の援助を行うと
共に、こころ豊か
な町づくりを住
民の立場から推
進することを目
的としてH11に設
立された。目的に
賛同する会員は
100名以上で町の
事業とも協力し
て活動を展開し
ている。その中で
障害者に対して
回りの人たちが
どれだけ協力し
てあげられるか
が大事な課題だ
と考える。障害者
が利用できるサ
ービスを充実し、
一層の推進を図
るため、今年度よ
り障害者自立支
援法が施行され
たが、そのなかで
施設使用の１割
負担や支援費減
などもあり、弱者
切り捨ての感じ
がするし、この法
律の方向性が見
えない。 

そして地域生活
支援センターも
スタートした三
芳町では、来年度
より設置運営と
聞いているが、障
害者が自立する
ためには就労に
よる経済的自立
も必要だと思わ
れる。障害者をか
かえる両親など
も高齢化してい
くので、成年後見
制度の取り扱い
を実施していた
だきたい。住んで
良かった三芳町
をめざして尚、一
層の充実を図る
ために総合福祉
会館建設の早期
実現を願いたい。 



79 

 
 団体名 区 分 

①ｻｰﾋﾞｽの現状
と課題 

②日 中活動の
現状と課題 

③相談・情報の
現状と課題 

④地域生活全
般 

⑤その他 

80みよし工房 精神 ・ガソリン代の補
助 
・自立支援医療費 
・障害者基礎年金 
・障害者手帳での
スポーツジムの
無料使用：欠点は
遠いこと。町の体
育館は無料にし
てもらえると運
動療法も頻度が
増え、体育館でシ
ャワーを浴びて
帰ってくるだけ
でも引きこもり
を抜け出せ、非常
に助かる。 

一般就労への移
行では、就職の紹
介をしてほしい。
日中活動への支
援は作業療法士
がいると畑作業
や革細工、その他
新たなプログラ
ムを導入する際
に色々と学べる
と思う。また、廃
油石けんや野菜
を売るためには、
営業マンが必要。
定年退職された
方々やグリーン
フェローの奥様
方に営業をして
もらえいない。 

悩み事は主に主
治医に相談する
か、みよし工房の
休憩中に愚痴を
聞いてもらって
いる。情報は教育
テレビの福祉ネ
ットワークや全
家連、新聞、また
みよし工房のプ
ログラムのスタ
ッフ企画で情報
を入手している。
クリニックでは、
自立支援医療費
の事を知らない
方も多いと思う。
また、障害者無料
の公園やプール
の事も知らない
方は手帳を持っ
ていても知らな
い人は多い。広報
で紹介してはど
うか。 

(1)ストレス解消
と疲れを和らげ
るため、町立体育
館ができた事は
非常にありがた
い。あとは金額だ
と思う。 
(2)両親がいる間
に自立して暮ら
している姿を見
せたいし、自分も
自立する喜びを
味わいたい。グル
ープホームを作
ってほしい。 
(3)銭湯の障害者
割引の券をもら
いたい 

障害年金もカッ
ト、就職先もな
い。両親もいつま
でもいない。自立
する訓練の場も
ない。これでは障
害者自立支援法
とは名ばかり。逆
に現行の法律の
実感としては、医
療費が上がった
というぐらい。自
立するために絶
対必要な障害者
年金と生活保護
法だけは金額を
下げないでもら
いたい。 
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５ パブリックコメント意見一覧 
 

「三芳町障がい福祉計画」の策定にあたって、素案の段階で町民の方に公表

し、これに対する意見を広く募集した所、以下の６件のご意見を頂きました。 

 

意見① 

「三芳町障がい福祉計画」（素案）に関する意見を募集されているとのこと

ですので、中途失聴者の立場より述べさせていただきたいと思います。 

地域生活事業、相談支援の中に《障がい者等からの相談に応じていただける》

との記載があり、うれしくおもいました。 

ただ、「実施に向けた考え方」の欄に独立した言葉として「聴覚障がい者に

対応できるメンバー（手話通訳者・要約筆記者）」の記載が無く、残念に感じ

ました。 

特に私のような中途失聴者は声を出して、しゃべれるため当然のように返事

は「声」で返ってきます。聞こえていると誤解されることが多いのです。話す

ことができても「聞こえない」「聞きにくい」者もいることを理解できる専門

員の明確な記述をお願いしたいと思います。 

家族の中に、突然聴力を失った者がいる場合、ほかの健聴者も対応に困るこ

とがあります。 

そのことに対応できる専門員の配置は、将来的に障がい者の自立した日常生

活等を営むのに役立つこととなりえると思います。 

「日常的な活動への支援」について、早急に福祉課窓口に手話通訳・要約筆

記者等の設置を考えていただいているとのことで、これも大変うれしいことで

す。 

当然のことですが、挨拶程度の簡単な手話ができるようなボランティア的な

立場ではないと思います。 

また、中途失聴者の場合、直ぐに手話を習得するには時間がかかります。で

すので、やはり要約筆記者が大事になってきます。 

要約筆記も、すべての言葉を羅列するレベルではなく、あくまで「要約」大

事なことをまとめて簡潔に記載できるように講習会等も積極的に開催していた

だきレベルアップを図れるようにしていただきたいです。 

数年に一度ではレベルアップも図りにくいと思います。やはり「継続は力な

り」です。ぜひ継続して開催していただきたいと思います。 

要約筆記は、中途失聴者はもとよりこれから増え続けていくであろう高齢者

にも有効な手段ですので、これを見逃す手はないと思います。 

行政は、企業とは違って利益目的ではないのです。 
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町民のための行政であり、当然役場にお勤めの方もどこかの住民でお世話に

なっていると思います。三芳町の福祉の向上が他市からうらやましがられるほ

どのパワーになってほしいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

 

意見② 

素案の中のコミュニケーション支援、特に手話通訳士育成についてご意見申

し上げます。 

私は現在、手話を勉強しております。昨秋から行われていた手話講座も受講

いたしました。 

三芳町に７年程住んでいますが、入門以降の講座はほぼ初めてであったと思

います。以前に住んでいた市で手話の勉強を始め、こちらで続きを、と考えて

いましたが、入門しか行われておらず、その課程をすでに修了しておりました

ので、まったく勉強することができませんでした。 

三芳町でも通訳士を養成していきたいという旨のお話がありました。 

現在手話サークルには所属していますが、それだけでは通訳士になるほどの

技術は身につくものではありません。 

通訳士になるためには、３～５年の日数が必要であると言われています。 

今後はステップアップのための講座が開かれるということ、喜ばしく思って

おります。 

ただ、前回の講座が終了後、間があいてしまい、すぐには次のステップに進

めなかったり、前回の講座に出た私たちはステップアップできたとしても、こ

れから手話通訳士を目指す人が受けるための講座がないと、底上げができない

のではないかと考えます。 

情報センターに委託する手話通訳士だけでは、町内の聴力障がい者の方々の

ニーズにはとても対応しきれるものではありません。現在の利用者の月平均が

３件とのことですが、聴覚障がい者が普通の町民と同等の生活をするためには、

通訳士が派遣される回数が本来ならばもっと多いはずです。そのことから、地

元に根付いた通訳士を養成するのが急務ではないかと考えます。 

そのためにはやはりきちんと講習を行う必要があり、またその講習も１年の

うちに各レベルに応じたものを開催する必要があるのではないでしょうか。 

他市などの開催状況を参考に、講座を増やして欲しいと思います。 

また、聴覚障がい者の生活などもご理解いただければと思います。 

以上、よろしくお願いいたします。 
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意見③ 

基本的視点の５項目はとても嬉しい考え方だと思います。一人ひとりにきち

んと向き合い、相手を忘れない。きちんと進めてほしいと思います。 

聴覚障がい者とかかわりの多い私が、気がついたことをまとめてみました。

聴覚障がい者にとって大事なコミュニケーション支援事業に対し、聴覚障がい

者が役場の窓口に必要な時に通訳者がいる。他の町民と同じように窓口に出か

けられる。コミュニケーションの保障を目指し進めてほしい。 

しかも、コミュニケーションは聴覚障がい者だけが必要としているのではな

く、健聴者も必要としている事業である。もし、意思疎通が図れずに、何か問

題が起こったときに保障ができるのでしょうか。お互いに必要な事業に対し、

有料化の問題が起こるのは、聴覚障がい者だけに負担を押し付けるという、納

得しがたい策ではないでしょうか。今後も、現在無料で進めている事業を、後

退させるような方向に進まないでほしい。さらに、事業の見込量に関しても、

地域で派遣が始まると、他の地域のデーターなどによると、３倍ぐらいになる

ようです。それは、基本目標にある、社会参加、緊急以外の件など、聴覚障が

い者が我慢をしている部分が多々ある状況です。派遣はまだまだ先になると思

いますが、その間を準備期間とし、他地域を参考に調べてほしいと思います。

「実施に向けた考え方」では、講習会も充実しているように記述してあります

が、現在の少ない人数だけを育てていく方法では、将来、資格者が誰もいない、

入門から改めて育てていかなければならなくなります。段階的な講習を開催し、

入門から、通訳養成講座までを並行して育てていく方法で進めてほしいと思い

ます。並行して開催するのは予算が掛かると思うのではなく、無駄にならない

有効な方法である事を理解してください。「相談支援事業」に関してもお願い

があります。聴覚障がい者は特別な障がいであることを理解してほしい。当た

り前に、自然に、耳学問が入る健常者と、全く入らない聴覚障がい者とは違う

世界があることを、わかってほしいと思います。それが理解できる人も、相談

者に含めてほしいと思います。そして、障がい者全般に関わる事として、公的

な建物を建てるときは、直接障がい者からの声を聞いてほしい。例えば、新し

い体育館も、聴覚障がい者にとって聴覚障がい者だけの参加は断られています。

緊急時の連絡方法などが整備されていないなどの理由です。目で確かめられる

ライト、文字盤などがあれば安心できます。このように、実際に障がいを持っ

ている人の意見を聞き、実際に見てもらい、改善していく方法もいろいろ考え

てください。よろしくお願いします。 
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意見④ 

学区内の小学校に特別支援学級（特殊学級）が置かれていないために遠方の

小学校へ親の送迎により通学することになります。 

親または兄弟(家族)が病気の場合は通学することが出来ません。 

通学の支援事業を考慮して頂きたくお願い致します。 

 

いつもご支援いただきありがとうございます。 

おかげさまで娘も幼稚園卒業まであとわずかとなりました。 

福祉計画の意見の期限が過ぎておりますが、上記の内容に少し付け加えさせ

てください。 

現在生活サポート事業として移動支援がされておりますが、時給950円と負担

も大きく、毎日利用したい父母(共働き)や下に小さい子どもがいる家庭にとり

ましては負担が大きいと考えます。 

すでに近隣の市町村では地域生活支援事業の移動支援の中に学校への送迎を

入れている自治体があると聞いております。 

是非前向きなご検討をよろしくお願い致します。 

また、学校へ入学しますと管轄は厚生労働省ではなく文部科学省となり管轄

が違います。是非とも他の課とも連携していただき、いろいろな角度からの支

援をご検討お願い致します。 

 

 
 

意見⑤ 

・自立促進のための情報保障の重要性 

言うまでも無く、障がい者と呼ばれる当事者こそが自立を求めていると考

えます。 

特に聴覚に障がいを有する皆さんは、的確な情報保障があれば十分自立を

果たすことが可能です。 

しかしながら、的確な情報保障のためには量の提供のみならず質の向上が

欠かせません。そのために、手話通訳は高度なスキルを有する厚生労働省が

認定する手話通訳士によることが本旨であり、過渡的に手話通訳者の活用が

必要であるとしても、自治体の計画としては手話通訳士による手話通訳の提

供が本旨であるべきと考えます。 

さらに、個人情報保護法からも通訳等の提供に際して適正な対処が求めら

れるところであり、その派遣に当たっては基礎的自治体が派遣の主体である

ことが計画上も明示される必要があると思われます。 
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・事業の量の見込みについて 

計画が有効であればあるほど、需要は多くなります。現在提供されている

サービスが必ずしも当事者のニーズに合致していないために利用が少ないこ

とも考慮に入れる必要があります。安易な見込みが予算編成のうえで大きな

問題であるのは当然ですが、事業の提供量の増大は受益者の自立に寄与して

いることを十分認識して事業量を推計する必要があります。 

 

・受益者のための計画と実効性の保障 

ニーズの把握はもちろん、評価におけるＰＤＣＡそれぞれのサイクルにお

いて当事者の視点は重要であると考えます。単なる当事者からの意見聴取に

とどまらず、点検・管理体制にも受益者が協働の理念のもとに参画している

必要があると考えます。また、これらの検討の際には開催を当事者が参加し

やすい時間や場所とするなど、柔軟な対応が欠かせないのは言うまでもあり

ません。 

なお、平成16年のアンケートにおいて現在の仕事の悩みや不満をたずねる

設問に対する回答で「特に悩みや不満はない」が多くを占めているとのこと

ですが、設問に対する理解の不足やあきらめ等によるものではないかと思慮

いたします。限られた経験からではありますが、納得いきかねます。 

 

三芳町障害者福祉計画の基本的視点は非常に重要であると考えます。特に

「向き合う相手を忘れない計画」はすばらしいことであり、障がい者関係に

とどまらずすべての計画に共通する理念であると考えます。このような視点

が具体的な計画で十分生かされ、誰もが住みやすい、誰もが住みたくなる三

芳町として進んでいくことを願ってやみません。 

 

 

意見⑥ 

福祉課の職員の皆様におきましては、福祉（障がい者の方々など）に、熱い

理解をしていただき、心よりお礼を申し上げます。今回も、計画に対しての意

見を取り上げていただけるとの事ですので、のべさせていただきます。 

特には、見込みの部分で大変に数など少ないと思います。予算の部分でとて

も大変なのは分かるのですが、町民の人々の心の安心を考えた企画を願いたい

と思います。他の地域での企画や現状も参考にして、取り組んでいただきたい

と思います。色々な事から状況も変わると思いますので、なおさらだと思いま

す。予算が足りない、10人目は無料O.K． 11人目有料 もう予算がないでは、安

心した生活は無理だと考えます。 
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６ 障害者自立支援法（抄） 
（平成十七年十一月七日法律第百二十三号） 

 
第一章 総則 

（目的） 
第一条  この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的
理念にのっとり、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知

的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）、精神保健及び精神障害者福
祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二
年法律第百六十四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まっ

て、障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活
又は社会生活を営むことができるよう、 必要な障害福祉サービスに係る給付
その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、

障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすこ
とのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 
 

（市町村等の責務） 
第二条  市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に
掲げる責務を有する。 

一 障害者が自ら選択した場所に居住し、又は障害者若しくは障害児（以下
「障害者等」という。）がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生
活又は社会生活を営むことができるよう、 当該市町村の区域における障害

者等の生活の実態を把握した上で、公共職業安定所その他の職業リハビリ
テーション（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五年法律第百
二十三号）第二条第七号に 規定する職業リハビリテーションをいう。第四

十二条第一項において同じ。）の措置を実施する機関、教育機関その他の関
係機関との緊密な連携を図りつつ、必要な自立支援給付及び地域生活支援
事業を総合的かつ 計画的に行うこと。 

二 障害者等の福祉に関し、必要な情報の提供を行い、並びに相談に応じ、
必要な調査及び指導を行い、並びにこれらに付随する業務を行うこと。 
三 意思疎通について支援が必要な障害者等が障害福祉サービスを円滑に利

用することができるよう必要な便宜を供与すること、障害者等に対する虐
待の 防止及びその早期発見のために関係機関と連絡調整を行うことその
他障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うこと。 

２ 都道府県は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。 
一 市町村が行う自立支援給付及び地域生活支援事業が適正かつ円滑に行わ
れるよう、市町村に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行うこ

と。 
二 市町村と連携を図りつつ、必要な自立支援医療費の支給及び地域生活支
援事業を総合的に行うこと。 

三 障害者等に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要と
するものを行うこと。 
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四 市町村と協力して障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うとと
もに、市町村が行う障害者等の権利の擁護のために必要な援助が適正かつ
円滑に行われるよう、市町村に対する必要な助言、情報の提供その他の援

助を行うこと。 
３ 国は、市町村及び都道府県が行う自立支援給付、地域生活支援事業その他
この法律に基づく業務が適正かつ円滑に行われるよう、市町村及び都道府県

に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行わなければならない。 
 
（国民の責務） 

第三条  すべての国民は、その障害の有無にかかわらず、障害者等がその有す
る能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営めるような地域
社会の実現に協力するよう努めなければならない。 

 
（定義） 
第四条  この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四条に規定す

る身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち十八歳以上である
者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第五条に規定する 精神障
害者（知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」とい

う。）のうち十八歳以上である者をいう。 
２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第四条第二項に規定する障
害児及び精神障害者のうち十八歳未満である者をいう。 

３ この法律において「保護者」とは、児童福祉法第六条に規定する保護者を
いう。 
４ この法律において「障害程度区分」とは、障害者等に対する障害福祉サー

ビスの必要性を明らかにするため当該障害者等の心身の状態を総合的に示す
ものとして厚生労働省令で定める区分をいう。 
 

第五条  この法律において「障害福祉サービス」とは、居宅介護、重度訪問介
護、行動援護、療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、重度障
害者等包括支援、共同生活介護、施設入所支援、自立訓練、 就労移行支援、

就労継続支援及び共同生活援助をいい、「障害福祉サービス事業」とは、障害
福祉サービス（障害者支援施設、独立行政法人国立重度知的障害者総合施設
のぞみの園法（平成十四年法律第百六十七号） 第十一条第一号の規定により

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設（以下
「のぞみの園」という。）その他厚生労働省令で定める施設において行われる
施設障害福祉サービス（施設入所支援及び 厚生労働省令で定める障害福祉サ

ービスをいう。以下同じ。）を除く。）を行う事業をいう。 
２ この法律において「居宅介護」とは、障害者等につき、居宅において入浴、
排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することを

いう。 
３ この法律において「重度訪問介護」とは、重度の肢体不自由者であって常
時介護を要する障害者につき、居宅における入浴、排せつ又は食事の介護そ

の他の厚生労働省令で定める便宜及び外出時における移動中の介護を総合的
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に供与することをいう。 
４ この法律において「行動援護」とは、知的障害又は精神障害により行動上
著しい困難を有する障害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障

害者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時に
おける移動中の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをい
う。 

５ この法律において「療養介護」とは、医療を要する障害者であって常時介
護を要するものとして厚生労働省令で定めるものにつき、主として昼間にお
いて、病院その他の厚生労働省令で定める施設において行われる機能訓練、

療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の世話の
供与をいい、「療養介護医療」とは、療養介護のうち医療に係るものをいう。 
６ この法律において「生活介護」とは、常時介護を要する障害者として厚生

労働省令で定める者につき、主として昼間において、障害者支援施設その他
の厚生労働省令で定める施設において行われる入浴、排せつ又は食事の介護、
創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の厚生労働省令で定める便宜を

供与することをいう。 
７ この法律において「児童デイサービス」とは、障害児につき、児童福祉法
第四十三条の三に規定する肢体不自由児施設その他の厚生労働省令で定める

施設に通わせ、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓
練その他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 
８ この法律において「短期入所」とは、居宅においてその介護を行う者の疾

病その他の理由により、障害者支援施設その他の厚生労働省令で定める施設
への短期間の入所を必要とする障害者等につき、当該施設に短期間の入所を
させ、入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働省令で定める便宜を供

与することをいう。 
９ この法律において「重度障害者等包括支援」とは、常時介護を要する障害
者等であって、その介護の必要の程度が著しく高いものとして厚生労働省令

で定めるものにつき、居宅介護その他の厚生労働省令で定める障害福祉サー
ビスを包括的に提供することをいう。 
10 この法律において「共同生活介護」とは、障害者につき、主として夜間に

おいて、共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ又は食事の介護その
他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 
11 この法律において「施設入所支援」とは、その施設に入所する障害者につ

き、主として夜間において、入浴、排せつ又は食事の介護その他の厚生労働
省令で定める便宜を供与することをいう。 
12 この法律において「障害者支援施設」とは、障害者につき、施設入所支援

を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設（の
ぞみの園及び第一項の厚生労働省令で定める施設を除く。）をいう。 
13 この法律において「自立訓練」とは、障害者につき、自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、厚生労働省令で定める期間にわたり、
身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練その他の厚生労働省令で定
める便宜を供与することをいう。 

14 この法律において「就労移行支援」とは、就労を希望する障害者につき、
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厚生労働省令で定める期間にわたり、生産活動その他の活動の機会の提供を
通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の厚生
労働省令で定める便宜を供与することをいう。 

15 この法律において「就労継続支援」とは、通常の事業所に雇用されること
が困難な障害者につき、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の
活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練そ

の他の厚生労働省令で定める便宜を供与することをいう。 
16 この法律において「共同生活援助」とは、地域において共同生活を営むの
に支障のない障害者につき、主として夜間において、共同生活を営むべき住

居において相談その他の日常生活上の援助を行うことをいう。 
17 この法律において「相談支援」とは、次に掲げる便宜の供与のすべてを行
うことをいい、「相談支援事業」とは、相談支援を行う事業をいう。 

一 地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障害児の
保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供
及び助言を行い、併せてこれらの者と市町村及び第二十九条第二項に規定

する指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整その他の厚生労働省令で
定める便宜を総合的に供与すること。 
二 第十九条第一項の規定により同項に規定する支給決定を受けた障害者又

は障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）が障害福祉サービ
スを適切に利用することができるよう、当該支給決定障害者等の依頼を受
けて、当該支給決定に係る障害者等の心身の状況、その置かれている環境、

障害福祉サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、利用する障
害福祉サービスの種類及び内容、これを担当する者その他の厚生労働省令
で定める事項を定めた計画（以下この号において「サービス利用計画」と

いう。）を作成するとともに、当該サービス利用計画に基づく障害福祉サー
ビスの提供が確保されるよう、第二十九条第二項に規定する指定障害福祉
サービス 事業者等その他の者との連絡調整その他の便宜を供与すること。 

18 この法律において「自立支援医療」とは、障害者等につき、その心身の障
害の状態の軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な
医療であって政令で定めるものをいう。 

19 この法律において「補装具」とは、障害者等の身体機能を補完し、又は代
替し、かつ、長期間にわたり継続して使用されるものその他の厚生労働省令
で定める基準に該当するものとして、義肢、装具、車いすその他の厚生労働

大臣が定めるものをいう。 
20 この法律において「移動支援事業」とは、障害者等が円滑に外出すること
ができるよう、障害者等の移動を支援する事業をいう。 

21 この法律において「地域活動支援センター」とは、障害者等を通わせ、創
作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進その他の厚生労働
省令で定める便宜を供与する施設をいう。 

22 この法律において「福祉ホーム」とは、現に住居を求めている障害者につ
き、低額な料金で、居室その他の設備を利用させるとともに、日常生活に必
要な便宜を供与する施設をいう。 

（略） 
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第三章 地域生活支援事業  

（市町村の地域生活支援事業）  

第七十七条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事

業として、次に掲げる事業を行うものとする。  
一 障害者等が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、その有す
る能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障
害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報
の提供及び助言その他の厚生労働省令で定める便宜を供与するとともに、

障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡
調整その他の障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行う事業  
二 聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支

障がある障害者等その他の日常生活を営むのに支障がある障害者等につき、
手話通訳等（手話その他厚生労働省令で定める方法により当該障害者等と
その他の者の意思疎通を仲介することをいう。）を行う者の派遣、日常生活

上の便宜を図るための用具であって厚生労働大臣が定めるものの給付又は
貸与その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業  
三 移動支援事業  

四 障害者等につき、地域活動支援センターその他の厚生労働省令で定める
施設に通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促
進その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業  

２ 都道府県は、市町村の地域生活支援事業の実施体制の整備の状況その他の
地域の実情を勘案して、関係市町村の意見を聴いて、当該市町村に代わって
前項各号に掲げる事業の一部を行うことができる。  

３ 市町村は、第一項各号に掲げる事業のほか、現に住居を求めている障害者
につき低額な料金で福祉ホームその他の施設において当該施設の居室その他
の設備を利用させ、日常生活に必要な便宜を供与する事業その他の障害者等

がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むた
めに必要な事業を行うことができる。  

（略） 

 

第五章 障害福祉計画  

（基本指針） 

第八十七条 厚生労働大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及
び都道府県の地域生活支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域
生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以下「基本指針」

という。）を定めるものとする。  
２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項  

二 次条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び第八十九条第一項に規定
する都道府県障害福祉計画の作成に関する事項  
三 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するため
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に必要な事項  
３ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、
これを公表しなければならない。  

 

（市町村障害福祉計画）  

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び

地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計
画」という。）を定めるものとする。  
２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必
要な量の見込み  
二 前号の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込

量の確保のための方策  
三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項  
四 その他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提

供体制の確保に関し必要な事項  
３ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障
害の状況その他の事情を勘案して作成されなければならない。  

４ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第九条第三項に規定する市町村障害
者計画、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の
規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が

保たれたものでなければならない。  
５ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あ
らかじめ、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

６ 障害者基本法第二十六条第四項の地方障害者施策推進協議会を設置する市
町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらか
じめ、当該地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければならない。  

７ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あ
らかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。  
８ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。  

（略） 
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